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評価調査結果要約表 

１．案件の概要 

国名：インドネシア共和国 案件名：泥炭・森林における火災と炭素管理プロジェクト

分野：環境・エネルギー 援助形態：地球規模課題対応国際科学技術協力（SATREPS）

所轄部署：地球環境部森林・自然環境グループ 協力金額（評価時点）：4.5億円 

協力期間 （R/D）：2009年 12月～2014 年 3月 先方関係機関：国家標準機構（BSN）、技術評価応用庁

（BPPT）、国家航空宇宙局（LAPAN）、インドネシア科学

院（LIPI）、林業省森林研究開発庁（FORDA）、パランカ

ラヤ大学（UNPAR） 

（延長）： 日本側協力機関：北海道大学、科学技術振興機構（JST）、

国際協力機構（JICA） 

（F/U）： 他の関連協力： 
１－１ 協力の背景と概要 

インドネシア共和国（以下、「インドネシア」と記す）の低湿地には広範囲な熱帯泥炭が存在しており多量

の炭素が蓄積されているが、20 世紀末の大規模な運河掘削と熱帯泥炭林の伐採の結果、火災や微生物分解に

よる大気中への炭素放出が急速に進んでいる。熱帯泥炭の分布は東南アジアで68％と圧倒的に多く、その85％
はインドネシアに存在する。1997年から1998年に発生したエルニーニョ現象による火災では、泥炭を中心と

する火災でインドネシア全体から 0.81Gtから2.57Gtの炭素が発生したと推定されている。 
泥炭湿地から発生する炭素の管理の重要性が指摘され、昨今の気候変動をめぐる国際世論も相まって、泥

炭湿地の管理の重要性が広く認識されるようになった。また、地球規模での環境問題に加え、泥炭地周辺の

住民への健康被害、泥炭劣化に伴う雨期における土砂災害も深刻な状況である。 
衛星を用いた火災検知と火災予想モデルの開発、泥炭や森林の高精度測定、効率的水管理及び泥炭のクリ

ーン開発メカニズム（CDM）化やREDD化の提言をするプロジェクトの要請が日本政府に承認された。2009
年 3月に詳細計画策定調査を実施し、SATREPS協力の枠組みにつき協議・合意し、同年 12月 10 日に討議議

事録（R/D）の署名を行い、プロジェクトが開始された。 
プロジェクト終了を 2014年 3月に迎えることから、終了時評価調査を実施することになったものである。

なお、本評価調査には JSTからの参加も得て実施した。 
 

１－２ 協力内容 

（１）プロジェクト目標 
泥炭・森林における火災と炭素管理を行うモデルが構築される。 

（２）成果 
1） 火災検知及び火災予測システムが構築される。 
2） 炭素量評価システムが構築される。 
3） 炭素管理システムが構築される。 
4） 統合的な炭素管理を行うための基盤が整備される。 

（３）投入（評価時点） 
日本側：総投入額  4.5億円 
長期専門家派遣  2名  機材供与      約8,960万円 
短期専門家派遣  239名 ローカルコスト負担 約8,086百万ルピア（約 7,120万円） 
研修員受入    20名  

相手国側： 
1）カウンターパート（C/P）配置： UNPAR、LIPI、LAPAN、BSN、BPPT、FORDA 
2）事務所スペース・設備（BSN、UNPAR）及び各実施機関によるプロジェクト活動費（職員の国内旅

i



 

 
 

費等）。例えばLIPIは 675百万ルピア割り当て。 
２．評価調査団の概要 

調査者 神内圭（総括）JICA 地球環境部森林・自然環境保全第一課長 
三戸森宏治（評価計画）JICA 地球環境部森林・自然環境保全第一課 
齋藤哲也（評価分析）日本工営株式会社 
中村牧生（JST評価）JST地球規模課題国際協力室 主任調査員 

調査期間  2013年10月 13日～2013 年 10月 31日 評価種類：終了時評価 
 

３．評価結果の概要 
３－１ 実績の確認 
（１）（成果1）火災検知及び火災予測システムが構築される。 

（指標1）：1-1 1km2以上の森林火災において、3つのモデル・コミュニティが 16時間以内に火災情報

を得る。また、延焼予測情報を 8時間以内に受け取る。 
1-2 森林火災探知精度が 80％以上となる。 
1-3 森林延焼予測の精度が50％以上となる。 

成果 1はほぼ達成されている。 
 目標である 1km2以上の火災を 80％の確度で検知し、16 時間以内に周辺のターゲット村落に情報を伝達

すること、また 50％以上の確度での火災延焼予測システムが構築され、試験も実施されている。プロジェ

クト終了時までに、予測モデルの精度に関する確認を更に進める必要がある。 
 

（２）（成果2）炭素量評価システムが構築される。 
（指標2）：中央カリマンタン州の炭素量評価モデルが20％以下のエラー発生率で作成される。 

成果 2はほぼ達成されている。 
 炭素量評価は 1）航空レーザー計測、2）年間 CO2収支と地下水位の相関関係分析、3）陸域生態系モデ

ルから行われている。1）及び 2）については完成し、3）についてはモデルを開発中である。成果 2 の指

標である誤差20％については、プロジェクト終了時点までに 3）が完成した際に達成される見込みである。
 

（３）（成果3）炭素管理システムが構築される。 
（指標3）：3-1 対象地 70km2において、適切な水位レベルのモデルが開発される。 

3-2 3-1のモデルを用いて、植生回復計画が開発される。 
3-3 地下水が質・量ともに明確となり、インフラストラクチャー整備計画を含んだ火災対

策戦略が開発される。 
成果 3はほぼ達成されている。 

1）70km2 の対象地域において、広域地下水流動モデル（MODFLOW）が開発され、水路の建設以前や

ダムの建設後の地下水位分布が明らかとなった。また適正な水位レベルを 50mメッシュの地図上で示

した。 
2）炭素排出の削減には、適正水位の管理とともに、i）火災管理、ii）泥炭地の回復、及び iii）再植林の

有効性が明らかになった。 
3）泥炭層での汲み上げ調査により消火活動に十分な地下水量が確認され、水質についても調査が行わ

れた。また、プロジェクトで考案したコンパクト消防設備を私設消防団に貸与し、現在試行している。

中古の消火ホースを日本の企業から供給する体制を構築した。この消火システムを国家防災庁

（BNPB）に提案する予定である。 
 

（４）（成果4）総合的な炭素管理を行うための基礎が整備される。 
（指標4）：4-1 調査データや情報が活用される。 

4-2 炭素量評価モデルが 20％以下のエラー発生率で作成される。 
4-3 総炭素排出量を 1/3から 1/5へ削減するための炭素管理システムが開発される。 
4-4 泥炭・森林における火災と炭素管理システムが、政策形成や制度構築プロセスに導入

される〔例 気候変動に関する政府間パネル（IPCC）、国際標準化機構（ISO）、開発途

上国における森林減少・劣化等に由来する排出の削減等（REDD+）プロジェクト実施

等）。 
成果 4はほぼ達成されている。 
 多くの研究成果の公表及びデータベースの構築が行われた。 

1）56 本の原著論文が発表された。現在も複数が投稿中、並びに執筆中の段階にある。インパクトファ
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クターが高い学術誌に掲載された論文が複数あることに加え、成果が国際レベル及び日本・インドネ

シア両国における地域レベルで多くの会議、セミナー等で発表された。 
  地理情報システム（Web-GIS）が北海道大学のサーバーにインストールされ、データベースのプロ

トタイプが開発された。プロジェクトで購入及び作成したさまざまな衛星画像や主題図等が統合され

ている。 
2）誤差 20％以下の炭素収支モデルの構築については、プロジェクト終了までに成果 2 に関する取り組

みを進めることにより達成される予定である。さらに、簡易性及び省コスト性の両者を満たすような

統合計測・報告・検証（MRV）システムを提案するため、ハイパースペクトル解析、土壌沈下計測な

どさまざまな手法が比較検討された。 
3）炭素排出量を 1/3から1/5 に削減するための炭素管理手法の開発については、プロジェクト終了まで

に主に成果3に関する活動によって達成される予定である。 
4）2009 年にエジプトで開催された ISO の技術委員会 207（環境管理）において、BSN は森林破壊につ

いての国際規格を提案した。以後、インドネシア政府は国際社会に向けて森林破壊についての国際規

格を設定するための働きかけを続けている。インドネシア国内での規格の設定についてもBSNを中心

に議論が進められており、プロジェクト終了までに規格案が策定される見込みである。プロジェクト

が主催した国際セミナーやワークショップは、国際的研究者のネットワーク構築に貢献したほか、

MRV についての円卓会議がインドネシア国家気候変動協議会（DNPI）との共催で継続的に開催され

た。 
 
（５）プロジェクト目標の達成度 

 プロジェクト目標である泥炭森林管理手法の構築は、成果 1 から 4 の活動によりプロジェクト終了まで

に達成される見込みである。 
 なお、炭素排出量を 1/3 から1/5へ削減するための炭素管理手法はほぼ完成しており、最終的に定量的な

検討を加える段階にある。またプロジェクトが提案する泥炭森林管理手法は、国際的にもインドネシア国

内でも注目を浴びており、プロジェクトによるさまざまな発信の成果が現れてきている。 
 一方で、社会実装に向けた炭素削減方法及び統合的 MRV システムについて、プロジェクト終了までに

成果の翻訳及び調整、モデル化やパッケージ化につなげていく努力が引き続き必要である。 
 
３－２ 評価結果の要約 

（１）妥当性 
妥当性は非常に高い。 
1) 2008年DNPIが、気候変動緩和に関する国家政策、プログラムの策定及び炭素取引のためのメカニズム

形成等を担う機関として設置された。2009 年の気候変動枠組み条約（UNFCCC)第 15 回締約国会議

（COP15）では、インドネシア大統領が、温室効果ガスの削減目標として対BAU（Business as usual）1比

で 2020 年までに自国のみで 26％削減、国際的な支援を受けて更に 41％まで削減することを表明した。

インドネシアにおける温室効果ガスの排出源は 60％以上が土地・森林セクターであることから、DNPI
は削減ポテンシャルの 75％以上が土地利用、土地利用変化及び林業部門（LULUCF）、泥炭での取組みに

よるものとしている。 
2) 2010年には、UKP4大統領開発管理調整ワーキングユニット（UKP4）と開発途上国における森林減少・

劣化等による温室効果ガス排出量の削減（REDD+）タスクフォースが設置され、2013 年にREDD+庁が

設立された。さらに 2013年には、自然林と泥炭地を対象とした 2年間のモラトリアム（新規森林コンセ

ッションの発給停止）が更新された。 
3) 中央カリマンタン州は、2010 年にREDD+活動のパイロット州に選定され、中央カリマンタン州REDD+
タスクフォース（KOMDA REDD+）が設置された。 

4) 本プロジェクトのすべてのC/P 機関は、泥炭地及び森林からの炭素排出削減を進めることについて強い

意志を有している。 
5) 日本の対インドネシア共和国国別援助方針（2012 年）において、「環境保全・気候変動等の地球規模課

題への対応能力（中略）の向上に寄与するための支援等を行う。」と明記されており、2013年に両国は二

国間クレジット制度に関する署名を終えた。また、JICA が REDD+を推進するための日本インドネシア

REDD+実施メカニズム構築（IJ-REDD）プロジェクトを西及び中央カリマンタン州で開始した。 
 
 
 

                                            
1 特段の対策活動をしない場合の将来予測値 
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（２）有効性 
有効性は中程度から高いと評価される。 
1) 2013 年 10 月時点で各成果の進捗状況はおおむね高いと評価された一方、プロジェクト目標及び 4 つの

成果の指標が完全には満たされていないこと（特に定量的な指標）、また成果が関係者に十分に説明され

ていない。 
2) 定量的指標を設定することは説明責任を果たす上で有効な一方で困難を伴う挑戦でもあったが、プロジ

ェクト関係者は、指標が意味すること及びその検証の方法を一層検討し、プロジェクト目標に関する相

互理解を深める必要がある。 
3) 全体的には、各成果の活動において綿密かつ先進的な研究が行われており、プロジェクト終了時点で各

成果が達成される見込みである。 
4) インドネシア側からは、政策及び意思決定にプロジェクトの成果を十分に活用するために、成果の全体

的な統合が必要であるとのコメントがなされている。 
 
（３）効率性 

現時点までの本プロジェクトの効率性は高いと評価される。 
1) プロジェクトの円滑な実施と効果的な運営に向けての日本人専門家の努力は、C/P にもよく認識されて

いる。プロジェクトにより供与された資機材は適切に使用されている。 
2) 人的資源の投入は、C/P 機関から専門性、投入の時期及び期間のいずれについても効率的であったと評

価された。資機材の投入についても、C/P機関のニーズに合致しており効率的であったと評価された。

3) 日本での研修等は、C/P 機関から高く評価された。研修に参加した C/P 機関職員は、研修後、プロジェ

クトに効果的に貢献したと評価された。 
4) 日本側（北海道大学）とインドネシア側（UNPAR）が 1983 年以降長期にわたり関係を築き、貴重な情

報の蓄積を続けてきたことは特筆すべきである。本プロジェクトはこれまでの研究データの蓄積を成果

として取りまとめるための重要な契機となった。 
5) プロジェクト関係者間におけるコミュニケーション向上の必要性は、中間レビューに引き続いて指摘さ

れた。プロジェクト目標、成果及び活動が広範囲にわたるため、C/P 機関は目標、成果、活動及びその

相互の関連性について明確に理解できていない。また、プロジェクトの実施体制は、中間レビュー後に

改善が図られたが、コミュニケーション向上に対しての貢献は限定的であった。 
6) インドネシア側の投入は、事務所スペースや設備の提供を含む現物による貢献のほか、泥炭森林の実地

活動に対するUNPARスタッフの貢献が大きくあった。一方、C/P予算の不足が生じた実施機関もみられ

た。 
 
（４）インパクト 

本プロジェクトがもたらしているインパクトは極めて大きい。 
1) BSNにおいては、環境管理のための ISOへの提案文書（土壌劣化と森林減少に対する取組みの優良事例

ガイドラン）の作成が、プロジェクトからの支援を得て進められている。 
2) プロジェクトリーダーである大崎満教授は、「第 5次 IPCCガイドライン」の湿地（泥炭地を含む）に関

する章の主要執筆者に選出された。またドイツのボンで開催されたUNFCCCの科学および技術の助言に

関する補助機関（SBSTA）38 で本プロジェクトの成果である統合 MRV（測定・報告・検証）システム

について招待講演を行った。 
3) プロジェクトの成果は日本の経済産業省及び環境省の支援で実施された 3 件の REDD+に関する実現可

能性調査にも活用されており、大崎満教授は、これら調査の技術顧問を務めている。 
4) 永年観察プロットにおける調査で明らかにされた 394 種の植物のインベントリー情報は、インドネシア

生物多様性戦略・活動計画（IBSAP）の策定に活用された。 
5) 泥炭火災管理の重要性に対する認識の高まりから、（一社）北海道消防設備協会より 3,000本の消火用ホ

ースと50個のノズルがプロジェクトに対して寄贈された。 
6) プロジェクトからの支援を受けて、カリマンタン 5 州の大学間連携により統合的な炭素管理・教育研究

ネットワークを目指す「カリマンタン大学ネットワーク」が設立された。この試みは今後国家レベルで

も取り入れられる見込みである。 
7) 日本においては、2013 年 10 月に日本泥炭地学会が設立され、大崎満教授が初代学会長に選出された。

本学会を通じ国際泥炭地学会及びインドネシア泥炭地学会と今後より一層の協調を進めていくことが期

待される。 
8) UKP4やDNPIに対して、プロジェクトより情報提供や提言が適宜行われている。 
9) プロジェクトにより組織されたインドネシア国内専門家ワーキンググループが中部カリマンタン州の
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REDD+実施に関わる活動計画案の骨子となる「REDD COE Kalteng」（文書などのリスト）を取りまとめ

た。 
10) 本プロジェクトを通じ開発された計測データ遠隔転送システム（SESAME システム）はジャカルタ近

郊のダムの水位情報の測定、伝送のために活用されている。 
11) 多数の組織及び専門家の参加を通じ、既存のリソースをつなぎ、意見交換を行い、今後の協力を広げる

ための場として本プロジェクトが機能した。 
 
（５）持続性 

自立発展性の現時点での見込みは高いと評価される。 
 近年大きく変化を続けてきたインドネシアにおけるREDD+の状況に対応するため、プロジェクトが取り

組んだ点は評価できる。 
1) インドネシア大統領とインドネシア政府からは、泥炭森林における炭素管理に向けて実効性のあるコミ

ットメントが表明されており、同国においてREDD+の実施体制が整備されつつある。 
2) プロジェクトを通じ、日本で学ぶ機会を得たC/P 20名は、帰国後C/P機関の能力向上に貢献している。

3) プロジェクトの供与資機材は、適切に利用されている。持続性の面で鍵となるメンテナンス技術の習得

のために、機材供与に合わせた利用・メンテナンスの研修が実施された。さらに、新規の資機材によっ

てもたらされる効果を維持するためには、資機材利用計画の作成と利用状況のモニタリング・管理が重

要となる。より環境の良い設置場所の検討が必要な精密機械も見られた。 
4) プロジェクトを通じ、さまざまな課題に適用可能な多くの発見や技術開発がなされている。今後これら

新しい知見や技術の利活用が期待されるが、自立発展性のためには、潜在利用者のための技術の翻訳、

マニュアルやパンフレットの作成と広報、関連技術のパッケージ化などが必要である。 
5) プロジェクトの実施機関である北海道大学は、UNPAR や LIPI と長期にわたる協力関係にある。現在、

北海道大学は中央カリマンタン州における研究協力を続けるためにさまざまな資金ソースへの申請を進

めているが、これらの取り組みが自立発展性に貢献することが期待される。また、UNPARは、プロジェ

クトの成果を活用し、泥炭地に関する一般教養教育プログラムの実施を計画している。 
6) IJ-REDDプロジェクトが 2013年から 3年間の事業として開始された。西カリマンタン州でパイロット活

動、中央カリマンタン州で州政府の能力強化活動を行う予定であり、同プロジェクトの実施は本プロジ

ェクトの自立発展性向上に繋がっている。 
 
３－３ 効果発現に貢献した要因 

（１） 計画内容に関すること 
これまでの長年にわたる北海道大学の現地での研究協力の蓄積が、本プロジェクトによる集中的な投入

を経て、効率的な成果達成に結びついている。 
 
（２） 実施プロセスに関すること 

1) インドネシアにおいて、近年 REDD＋に関連する制度及び組織体制は大きく変化してきているが、プロ

ジェクトはその変化に対応する形でさまざまな機関と連携し、国際社会に向けて積極的に働きかけたこ

とで、極めて高いインパクトがあった。 
2) 多くの関係者が協働したネットワークの構築及び研修や共同研究、機材供与を組み合わせた投入により

インドネシア側の能力向上と自立発展性の確保に貢献した。 
 
３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

（１） 計画内容に関すること 
プロジェクト完了時までには達成の見込みであるものの、終了時評価時点では、中間レビュー時に設定

された成果の指標、特に定量的な指標についてプロジェクト関係者間での共通認識が不十分で、達成され

ていない指標の存在が確認された。 
 
（２） 実施プロセスに関すること 

インドネシア側との協調を進めるためには、多岐にわたる成果をインドネシア側が理解可能な形で統合

し、泥炭地の炭素排出を削減するモデルや MRV の方法論について、関係者が議論する必要がある。イン

ドネシア側から、社会実装につながる成果が分かりにくいとの声も聞かれており、プロジェクト終了時ま

でに、成果をモデル化、パッケージ化し、分かりやすく提示することが望まれる。 
 
３－５ 結論 

プロジェクト目標達成に向けて 4 つのコンポーネントから多くの研究成果を出していることを評価する。
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また、研究成果を国際的に発信しており、「熱帯泥炭湿地林の炭素収支に対する攪乱の影響」等は高い評価を

得ている。プロジェクトの適切な管理体制が構築されており、大人数かつ多機関が関わるプロジェクトを適

切に運営している。 
 さらに、プロジェクト内容はインドネシア政府の温室効果ガス削減に関する政策等と関連しており、REDD+
に関する議論の進展も本プロジェクトの妥当性を高めた。 
 活動成果を泥炭における炭素測定手法として確立し、インドネシア政府の関連機関に広く認知され、政策

策定に資することが期待される。 ついては、本プロジェクトはプロジェクト期間内に終了することが適切で

ある。 
 
３－６ 提言 

（１） プロジェクト成果に対するインドネシア政府関係者の理解は必ずしも十分でなく、政策策定や意思決

定に利用する段階には至っていない。泥炭森林管理手法やMRVシステム等のプロジェクト成果を政策

策定者が活用するために、わかりやすく翻訳することが必要であり、簡明な提案書を政策決定権限者

に提示することを提言する。 
（２） 将来の土地利用変化を予測することが中央カリマンタン州の主要関心事項であることが確認された

ことに代表されるように、プロジェクト目標である泥炭森林における火災と炭素管理を行うモデル構

築のためにはインドネシアの社会経済的側面を考慮した上で事業を進めることが重要である。 
（３） プロジェクト終了後にプロジェクト成果を引き継ぐ組織を確定する必要がある。また、泥炭火災対策、

植林等の事業実施マニュアルがプロジェクト終了時までに準備される必要がある。 
（４） プロジェクトの PDM で設定した指標の達成度を確認したところ、プロジェクトから十分な情報が提

供されていない箇所があることから、プロジェクト終了時点までに改めて定量指標の達成度について

確認し、取りまとめることを提言する。 
（５） 供与機材の使用状況・管理状況は、調査団が確認した範囲ではおおむね適当であった。一方で、大学

が直接購入し、日本から輸送した供与機材は適切に機材管理簿に記載されていないものがあったので、

早急な対応を求める。 
 
３－７ 教訓 

（１） プロジクト成果を社会実装する際、土地利用政策等の社会経済的側面を考慮することが極めて重要で

あり、類似の科学技術協力を実施するにあたっては案件形成段階において社会実装の具体的な姿を想

定したうえで、自然科学分野に加えて社会経済側面についても十分に検討することが重要である。 
（２） 多数の関係者が関与する SATREPS プロジェクトにおいては、プロジェクト内容について十分に理解

し、関係者との良好なコミュニケ―ションをとれる事務担当者を、日本側及び相手国側双方に配置す

ることが、プロジェクトの円滑な実施や成果の最大化に重要な役割を果たす。 
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Summary of Terminal Evaluation 
I. Outline of the Project 
Country: Indonesia Project title: Wild Fire and Carbon Management in 

Peat-Forest in Indonesia 
Issue/Sector: Environment and Energy Cooperation scheme: Science and Technology Research 

Partnership for Sustainable Development (SATREPS) 
Division in charge: Global Environment Dept. 
Forestry and Nature Conservation Division 1 

Total cost: 450 million Japanese Yen 

Period of 
Cooperation 

(R/D): Dec.2009 to Mar. 2014 
(Extension): 
(F/U) : 
(E/N, Grant Aid): 

Partner Country’s Implementing Organization：National 
Standardization Agency (BSN)、Agency for the 
Assessment and Application of Technology (BPPT)、
National Institute of Aeronautics and Space (LAPAN)、
Indonesian Institute of Sciences (LIPI)、Forestry 
Research and Development Agency (FORDA)、
University of Palangka Raya (UNPAR) 
Supporting Organization in Japan: Hokkaido 
University、Japan Science and Technology Agency
（ JST ）、 Japan International Cooperation Agency
（JICA） 

Related Cooperation:  
1. Background of the project 
In marsh area in Indonesia, there is a wide range of tropical peatland. As a result of large scale development 
in the late 20th century with channeling canals and cutting tropical peat forest, peat degradation has been 
occurred, and carbon gas emission has been rapidly increasing due to microbial degradation and fires. 
The distribution of the tropical peatland in the South East Asia covers 68 % of its total area in the world, and 
85 % of the South East Asia’s distribution is found in Indonesia. It is estimated that 0.81 Gt to 2.57Gt of 
carbon was released into the atmosphere from Indonesia, by peat-fire which is linked to El Niño occurred in 
1997 and 1998. 
 The situation above indicates the importance of carbon emission control in peatland, and the importance of 
the peatland management has become widely recognized by public with the increase of international interest 
in the climate change and global warming issues. In addition to these environmental issues, health problems 
to local people caused by the fire and landslides in rainy season caused by soil erosion have become serious 
problems in the peatland area. 
 Indonesian government requested Japanese government to conduct technical cooperation project, which 
includes the development of a wild fire detection system and model for wildfire prediction by using satellite 
data, a high accuracy measurement of peat and forest area, and an effective water management and a Clean 
Development Mechanism (CDM), also includes making a recommendation for the adoption of REDD+. 
 Following the detailed planning survey on this project that carried out in March, 2009, Japanese and
Indonesian Governments discussed and agreed the framework of SATREPS cooperation. The project was 
launched after the Record of Discussions (R/D) was signed on 10 December, 2009. 
 The master plan of this project was agreed when the R/D was signed, reviewed and updated in Mid-term 
Review held in November 2011. 
Before the Project termination, the joint terminal evaluation team was formed by Indonesian and Japanese 
sides. 
 
2. Project Overview 
 
(1) Project Purpose: Peat-forest management method to reduce carbon emission is developed. 
 
(2) Outputs 
1) Fire Detection and Fire Prediction System. are established 
2) Carbon Assessment System is established 
3) Carbon Management System is established. 
4) Integrated Peatland Management System is developed. 
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(3) Inputs (as of October 2013) 
1) Japanese side 450 Million JPY 

Long-term Expert: 2 persons          Equipment: 91.9 Million USD (89.6 Million JPY) 
Short-term Expert: 239 persons in total  Local operation cost: 73.0 Million USD (8,086 Million IDR) 
Trainees received: 20 persons 

 
2) Indonesian side 

Project counterpart personnel: UNPAR, LIPI, LAPAN, BSN, BPPT, and FORDA 
Local operation cost: Personnel expenses for the government and university officers involved 
Facilities: Two office rooms (One in BSN, the other in UNPAR).  

II. Evaluation Team 
Members of 
Evaluation 
Team 
 

 Mr. Kei Jinnai (Leader): Director, Forestry and Nature Conservation Division1, Forestry 
and Nature Conservation Group, Global Environment Department, JICA 
 Mr. Koji Mitomori (Evaluation  Planning): Deputy Director, Forestry and Nature 

Conservation Division 1, Forestry and Nature Conservation Group, Global Environmental 
Department, JICA 
 Mr. Tetsuya Saito (Evaluation and Analysis): Nippon Koei Co. Ltd,. 
 Mr. Makio Nakamura (JST Project Evaluation): Japan Science and Technology Agency 

Period of 
Evaluation 

From 13 October 2013 to 31 October 2013 Type of Evaluation: Terminal Evaluation 
 

III. Results of Evaluation 
3-1. Summary of Achievements 
1) Achievement of the project outputs  

Major achievements to date for each output are as follows. 
(Output 1)“Fire Detection and Fire Prediction System are established 
The project has almost achieved the target of output 1 The fire detection and fire prediction system was 
established and the trial installation of the systems have already been made. Further accuracy test needs to be 
carried out on the prediction models by the end of the project period. 
 
(Output 2) Carbon Assessment System is established 
The project has almost achieved the target of output 2. Carbon assessment was conducted by 1) aerial laser 
survey, 2) the analysis of correlation between net-annual CO2 balance and groundwater level, and 3) 
terrestrial ecosystem model. The assessment 1) and 2) are completed, and 3) is under development utilizing 
the monitoring data collected by the project as soon as completion of indicator 2.  
 
(Output 3) Carbon Management System is established 
The project has almost achieved the target of output 3.. 
・A modular three-dimensional finite-difference ground-water flow model (MODFLOW) was developed in 
the target area of 70km2, and which clearly simulates the distributions of groundwater level before or after the 
construction of canal or dam. According to the MODFLOW, the distribution map of appropriate water level 
was compiled (50m mesh).  
・It was revealed that the implementation of 1) fire control, 2) peatland restoration, and 3) reforestation are
effective along with for the appropriate water level control for the reduction of carbon emission. 
・The amount of groundwater under the peat layer was measured by pumping test, as a result, the adequate 
amount of water for firefighting was confirmed. When its water quality was analyzed, it revealed that this 
water contains humic acid and is not suitable to drink unless water clarification system is improved. In 
addition, a compact firefighting system was proposed and under trial in the target local firefighting teams. 
Supply route of used fire hoses from Japanese companies was initiated. The system will be proposed to 
National Agency Disaster Management (BNPB). 
 
(Output 4) Integrated Peat Management System is developed 
The project has almost achieved the target of output 4..  
Many research outputs were published and the database of the research was developed.  
・56 original articles were published and many others have already been submitted to journals for review. 
Some articles were published in journals with high impact factor, and the outputs were presented in many 
international and local (both in Indonesia and in Japan) conferences and seminars. 
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The Web GIS was installed to the server of Hokkaido University to develop the prototype of the database, in 
which various image data has been integrated such as satellite images and thematic maps produced and 
obtained during the project. Based on the wide variety of field works and long-term observations, the 
researchers of Japan and Indonesia concluded that the carbon balance assessment in peatland needs 
monitoring on following 8 factors; 1) carbon dioxide flux, 2)observation of hotspot, 3) mapping of forest
degradation and inhabitant species, 4)changes in deforestation and biomass, 5)groundwater level and soil 
water, 6)identification of peat dome and thickness of the peat layer, 7)peat subsidence, and 8)water soluble 
organic carbon This is the first proposal of comprehensive monitoring system for the management of the 
peatland carbon balance. 
・2) The carbon balance model of which error rate is less than 20%, will have been established when the 
activities of output 2 are completed by the end of the project. In addition, various measures such as 
hyperspectral remote sensing and subsidence monitoring are considered and compared to propose the 
integrated Measurement, Reporting and Verification (MRV) system fulfilling both the easiness and cost 
efficiency. 
・3) Carbon management method which can contribute to the reduction of total carbon emission into 1/3 to 
1/5 will be developed by the end of the project mainly based on the results from output 3  
・4) BSN suggested to set an international standard for deforestation at the technical committee 207 
(Environmental Management) of International Organization for Standardization (ISO/TC) - held in Cairo, 
Egypt in June, 2009. After this, the Indonesian Government has approached the international society to 
establish the standard for deforestation. The effort on the establishment of national standard for deforestation 
in Indonesia was initiated by BSN and the draft standard will be prepared by the end of the project. 
International seminars and workshops were organized to form an international researchers’ network, and 
series of roundtable on MRV were held with National Council for Climate Change (DNPI). 
 
2)Achievement towards the Project Purpose 
 To establish a peat-forest management model in Indonesia will be accomplished from output 1 to 4 by the 
end of time of project termination. 
 The carbon assessment models which reduce the amount of the carbon emission level from 1/3 to 1/5 are 
assumed to be established. The carbon reduction method and integrated MRV system for the actual 
application to society need further effort on interpretation and moderation of the outputs into a model or 
package by the end of the project. 
 
1-3. Five Criteria Evaluation 
(1) Relevance:  
The relevance of the project is very high. 
・At the COP 15 of the United Nations Framework Convention on Climate Change (UNFCCC) in December 
2009, the President of Indonesia stated that the country will reduce greenhouse gas (GHG) emission by 26% 
from Business as usual (BAU) by 2020 with domestic resources, and will reduce by 41% with the support of 
international community. More than 60% of GHG emission is caused by land use change and forestry sector
in Indonesia, it is therefore considered in the DNPI report (2010) that more than 75% of the reduction 
potential of the GHG emission is attributed the activities on Land use, Land-use change and Forestry
(LULUCF) and peatland.  
・In 2010, Presidential Working Unit for Supervision and Management of Development (UKP4) and
Indonesia REDD+ Task Force were established, and REDD+ Agency was established in 2013. Moreover, the 
president signed a decree on two-year moratorium in May 2013 for the conservation of primary forests and 
the peatland. 
・The Central Kalimantan was designated as a pilot province for REDD+ activities in December 2010, in 
association with this activity, Central Kalimantan REDD Task Force (KOMDA REDD+) was established as 
the implementing agency of Central Kalimantan REDD+ activities. 
・With regard to the implementing agencies of the project, all of them have strong willingness for promoting 
the carbon reduction in the peatland and the forest. 
・Regarding Japanese side, Country Assistance Policy for the Republic of Indonesia published by Ministry of 
Foreign Affairs of Japan in April, 2012 states that “Japan will offer assistance for Indonesia to address global 
issues such as environmental conservation and climate change.” Japan and the Republic of Indonesia signed 
the bilateral document to start Joint Crediting Mechanism (JCM) on August 26th, 2013. Japan and Indonesia 
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have also agreed to promote REDD+ in Indonesia and started IJ-REDD project in West and Central 
Kalimantan Province. 
 
(2) Effectiveness:  
The effectiveness of the project is evaluated to be medium to high. 
・The effectiveness of the project is evaluated medium to high, based on the revised master plan after the 
mid-term review. This is because the indicators of the project purpose and the four outputs were not fully 
verified (especially quantitative figures) or explained to the stakeholders as of the Terminal Evaluation in 
October 2013. 
・Although the establishment of quantitative indicators was considerable challenge while it is effective in 
achieving the accountability of the project, the project still needs further examination on the meaning of the 
indicators and the method of the verification, for the mutual understandings of the project target. 
・In general, under the activities of four outputs in-depth and innovative research activities were conducted 
and each output is assumed to be achieved by the end of the project in March 2014.  
・However, Indonesian side commented that the overall integration of the outputs (Output 4 and Project 
Purpose) are not clear enough, resulting in facing difficulties for them to apply the achievements of the 
project into policy and decision-making process. 
 
(3) Efficiency: 
The efficiency of the project is high. 
・Activities of Japanese experts are well recognized by the counterparts for their smooth implementation and 
effective management. The equipment provided through the project has been used for the activities such as 
measuring the data and improving wild-fire control.  
・The input of human resources is evaluated as efficient by the counterpart agencies, in terms of expertise, and 
the timing and durations of the input. The input of equipment was also evaluated as efficient because it meets 
the needs of the counterpart agencies. 
・A number of training programs in Japan were highly appreciated by the counterpart agencies. The trainees 
were evaluated by the contribution to the project after they returned to Indonesia. 
・It is noted that Japanese side (Hokkaido University) and Indonesian side (Palangka Raya University) have 
been building a relationship since 1983 and have been working together to collect precious field data 
continuously. This project provides opportunities to boost the accumulation, compilation and publication of 
the previous research’s outcomes. 
・It is indicated that the communication among the project participants needs to be improved. The project 
purpose, outputs and activities of the project are so broad that many of Indonesian counterparts could not 
understand these things or the relationships among them clearly. In addition, the implementation structure of 
the project has not been clear enough, though some effort was made by the project after the mid-term review. 
As a result, developing a common understanding of the project and clarifying roles and responsibilities of 
counterparts were not evaluated as efficient despite some improvement.  
・Inputs from Indonesian side are mostly in-kind contribution including the provision of office space and 
equipment. In particular, it is noted that inputs and efforts of UNPAR staff were significant in terms of staff 
and time to execute actual implementation of activities on the ground. Some projects members commented 
the shortage or lack of counter-budget of their agencies. 
 
(4) Impacts:  
The impact of the project is very high. 
・BSN is preparing the proposal of environmental management for ISO, which titled “Guideline for good 
practical approach against the soil degradation and the deforestation”. 
・Prof. Osaki, the leader of the project, was selected to the one of the lead authors of wetland section in the 
5th Guideline of The Intergovernmental Panel on Climate Change (IPCC), also invited to make a presentation 
on the integrated MRV system studied in the project, in SABSTA 38 held in Bonne, Germany under 
UNFCCC  
・The output from the project is applied in three feasibility study (FS) projects on REDD+ supported by the
Ministry of Economy, Trade and Industry and the Ministry of the Environment of Japan and Prof. Osaki takes 
the role of technical advisor for these 3 FS projects. 
・The inventory information on 394 flora species was derived from permanent observation plots, and were 
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shared and utilized to develop the Indonesian Biodiversity Strategy and Action Plan (IBSAP). 
・Since the public awareness on the importance of the fire control in the peatland had been increasing,
Hokkaido Association for Fire Defense Equipment donated 3,000 fire hoses and 50 nozzles to the project. 
・At the local level, Kalimantan University Network was formed with the support of the project, which aims 
to establish an integrated carbon management, education, and research network among five universities in 
Kalimantan. This idea is planned to be expanded to the national level. 
・“Japan Society of Peatland” was established in October 2013 and Prof. Osaki was appointed to the 
first .president of the society. This society expected to extend the collaboration with “International Peat 
Society” and “Indonesian Peat Society”. 
・The project also provides information and advice to UKP4 and DNPI.  
・A working group of local experts organized by the project prepared ”REDD COE Kalteng", an outline of an 
activity plan for REDD+ implementation in Central Kalimantan Province. The outline was submitted to 
KOMDA REDD+ in August, 2011. 
・The International field data transmission system (SESAME system) was developed through the project, and 
was evaluated as useful and applicable to other projects. This system was installed in a dam near Jakarta for 
the measurement of water level and data transmission. 
・The project performed important functions to link existing resources, to have an exchange of view, and to 
enhance cooperation by the large participation of organizations and experts. Consequently, the project has left 
a positive impact.  
 
(5) Sustainability:  
The sustainability of the project is high. 
The project has worked to catch up with the current situation of REDD+ in Indonesia, which had been
changing drastically in these years, and the effort of the project is recognized. 
・The president and the government of Indonesia expressed strong commitments on the carbon management 
in peat forest. Furthermore, the institutional structures of REDD+ in Indonesia is being developed.  
・Through the project, 20 staff of the counterpart organizations took training in Japan. Since the capacity 
improvement of these organizations is recognized after their participation of the training in Japan, further 
improvement is expected in the future. This capacity development is expected to contribute to sustainability. 
・The utilization of equipment provided by the project are confirmed as appropriate. The maintenance of the 
equipment is inevitable to ensure the sustainability, the training for the maintenance therefore was carried out. 
The monitoring and management of the equipment utilization is also important to sustain the enhanced 
capacity by new equipment. Some precision equipment need to be installed under the decent condition for it
From the human resource aspect, the number of staff who can handle the equipment is limited, thus further 
effort on capacity development and manual preparation is needed. From the financial aspect, UNPAR should 
continue to participate research projects and to utilize the equipment effectively so that the activities of 
REDD+ and the peatland will continue to attract international interests in the future. There are many findings 
and technology developments by the project which can be applied in many issues. However, these can be 
utilized later on, followings will be required to enhance the sustainability, such as interpretation of such 
technologies for the potential users, preparation of manuals and brochures together with public information, 
packaging the related technologies as one system, and so on. 
・Hokkaido University, the implementing agency of this project, has worked with UNPAR and LIPI for many 
years. Currently, Hokkaido University is proposing to various budget sources to continue the collaboration 
work in Central Kalimantan Province, and this effort greatly contributes to the sustainability of the project. 
UNPAR is planning to launch an education program on peatland that based on the project outcomes. 
・IJ-REDD project was started in 2013 as 3-year project, and pilot activities in West Kalimantan Province and 
the activities of capacity development for the government of Central Kalimantan Province will be conducted. 
This IJ-REDD Project will also contribute to the sustainability. 
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2. Factors that promoted realization of effects 
 
(1) Factors concerning to Planning 
The long-term relationship and stored data between Hokkaido University and UNPAR contributes greatly to 
the high-efficiency of achievements through the concentrated inputs by the Project. 
 
(2) Factors concerning to the Implementation Process 
Although the institutions and organizations related to REDD+ in Indonesia which is changing drastically in 
these years, the Project collaborated with various organizations and appealed to international society 
following these changes, which contributed to high positive impact. 
The networking of many stakeholders and integrated the inputs of training, collaborative research, and 
equipment procurement contributed to the capacity development of Indonesian side and sustainability of the 
Project. 
 
3. Factors that impeded realization of effects  
 
(1) Factors concerning to Planning 
Although the indicators for each output are expected to be achieved by the end of the Project, it was indicated 
that the evaluation indicators set through the midterm review were not clearly recognized by the Project 
members and some quantitative indicators were not yet met as of the terminal evaluation. 
 
(2) Factors concerning to the Implementation Process 
To promote further collaboration with Indonesian side, integration of the various achievements from the 
Project is required so that Indonesian side can discuss more on the carbon reduction model for peatland and 
integrated MRV system. By the end of the Project, it is recommended to conduct packaging and moderating
for better understanding of stakeholders in Indonesia to enhance social applicability.  
 
4. Conclusion 
The project has been pursuing the project purpose with various outcomes from four research components. 
The international exposure of project outputs, e.g. “Effects of disturbances on the carbon balance of tropical 
peat swamp forest, is regarded as a notable achievement of the project. Since the good management system of 
the project has been established both in Indonesian and Japanese side, the project is being properly 
implemented with collaboration among various researchers and institutions.  
 
The project is in line with the policy directions of Indonesian government so that the relevance is rated high. 
International interest to REDD+ further increased the relevance of the project. To pave the way for social 
application of the project outcomes toward the relevant policies in Indonesia, the project is expected to
integrate the research outputs into “management system/method” in the rest of the project period. It is 
concluded that the project must be completed by the end of the project term as planned. 
 
5. Recommendations 

The team found that Indonesian government expects a lot to the project outcomes, but their understanding of 
the project results does not reach the stage to utilize them for policy/decision-making process. The team 
recommends that the project has to be translated and moderate to policy- formulators how to apply research 
outcomes, e.g. peat-forest management method and MRV system, by the end of the project. It is also 
recommended that the project will prepare official brief policy paper for conveying the project outcomes to 
policy/decision makers. 
 

The land use planning is the key to the decision-making of the carbon management of the Province of 
Central Kalimantan. Simulating future land use change is one of the major concerns of national and 
provincial governments of the Indonesia. In that context, the team would like to re-emphasis the importance 
of the socio-economic aspects to achieve the project purpose, i.e. “management method”, in considering 
socio-economic research has made under several components. 
 

The organization which will take over each research component after the project should be designated, and 
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the operation manuals of activities, e.g. peat-fire control and tree planting, should be prepared by the end of 
the project.  
 

The verifiable indicators set in the mid-term evaluation helped to clarify the project purpose and outputs. 
The team found that the achievements of some quantitative indicators are not well verified and recommended 
to prepare the evidence of the quantitative indicators by the end of the project. 
 

The evaluation team confirmed the proper utilization and maintenance of research equipment that provided 
by the project. Some of the equipment that Hokkaido University had directly bought and sent to Indonesia 
was not on the list of the equipment record. The team hence requested to add the equipment on the list
immediately. 
 
5. Lessons Learned 

 
The project of science and technology cooperation, SATREPS, should take into account the socio-economic 

aspects such as relationship to land use policy, as well as natural science aspect, to apply the outcomes of the 
cooperation into the implementation by the society. 
 

In the SATREPS project which has quite a number of stakeholders, assigning of administrative officers who
have good understandings of the project and good communication with project members, is crucial to
implement the project smoothly and to maximize its outcomes.  
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第１章 評価調査の概要 
 

１－１ 調査の背景 

インドネシア共和国（以下、「インドネシア」と記す）の低湿地には広範囲な熱帯泥炭が存在しており多量の

炭素が蓄積されているが、20 世紀末の大規模な運河掘削と熱帯泥炭林の伐採の結果として、火災や微生物分解

による大気中への炭素放出が急速に進んでいる。熱帯泥炭の分布は東南アジアで68％と圧倒的に多く、その 85％
はインドネシアに存在する。1997年から 1998年に発生したエルニーニョ現象による火災では、泥炭を中心とす

る火災でインドネシア全体から 0.81Gt から 2.57Gt の炭素が発生したと推定されている。 
泥炭湿地から発生する炭素の管理の重要性が指摘され、昨今の気候変動問題、地球温暖化問題といった国際世

論も相まって、泥炭湿地の管理の重要性が広く認識されるようになった。また、地球規模での環境問題に加え、

泥炭地周辺の住民への健康被害、泥炭劣化に伴う雨期の土砂災害も深刻な状況である。 
このような状況から、インドネシアの科学技術担当大臣府（State Ministry of Research and Technology：RISTEK）

やインドネシア科学院（Indonesian Institute of Sciences：LIPI）等の関係機関と北海道大学では、泥炭湿地が広範

囲に存在し、大規模な運河掘削と熱帯泥炭林の伐採が行われているインドネシアカリマンタンのメガライス（100
万 ha イネ栽培）計画地域を対象に、熱帯泥炭の脆弱性や泥炭開発と地球温暖化の関係に係る研究をこれまで実

施してきた。これまでの研究成果を踏まえ、衛星を用いた火災検知と火災予想モデルの開発、泥炭や森林の高精

度測定、効率的水管理及び泥炭湿地でのクリーン開発メカニズム（Clean Development Mechanism：CDM）化や

開発途上国における森林減少・劣化に由来する排出の削減（Reducing Emissions from Deforestation and Forest 
Degradation in Developing Countries：REDD）化の提言をするプロジェクトの要請がインドネシア政府より出され、

2009 年 3月に詳細計画策定調査を実施し、地球規模課題対応国際科学技術協力（Science and Technology Research 
Partnership for Sustainable Development：SATREPS）協力の枠組みにつき協議・合意し、同年12 月 10 日に討議議

事録（Record of Discussions：R/D）の署名を行い、プロジェクトが開始された。 
プロジェクト終了を 2014 年 3 月に迎えることから、終了時評価調査を実施することになったものである。な

お、本評価調査には科学技術振興機構（Japan Science and Technology Agency：JST）からの参加も得て実施するこ

ととなった。 
 
１－２ 調査の目的 

プロジェクト活動の実績、成果を確認し、評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）

の観点から、インドネシア側と合同で評価を行う。また、プロジェクトの残り期間の課題及び今後の方向性につ

いて確認し、同結果を終了時評価報告書として取りまとめたうえで、合同調整委員会（Joint Coordinating 
Committee：JCC）、合同運営委員会（JSC：Joint Steering Committee：JSC）において内容を合意することを目的と

する。 
 

１－３ 対象プロジェクトの概要 

１－３－１ 協力期間 
2009 年 12月～2014 年 3月 （2009 年 12月 10日署名R/Dによる） 
 

１－３－２ 事業実施体制（実施機関／C/P） 
国家標準機構（Badan Standardisasi Nasional：BSN）、技術評価応用庁（Badan Pengkajian dan Penerapan 

Teknologi：BPPT）、国家航空宇宙局（Lembaga Penerbangan dan Antariksa Nasional：LAPAN）、LIPI、林業省森

林研究開発庁（Forestry Research and Development Agency：FORDA）、パランカラヤ大学（Universitas Katolik 
Parahyangan：UNPAR） 

 

１－３－３ プロジェクトサイト／対象地域名 
中部カリマンタン州パランカラヤ市にあるメガライスプロジェクト跡地Block C 及び一部Block B地域（総

面積約 63万 ha）  
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１－３－４ プロジェクト構成概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

プロジェクト目標  
泥炭・森林における火災と炭素管理を行うモデルが構築される。 
指標：炭素排出を現在の 1/3 から1/5へ削減するための炭素管理手法が提案される。 

泥炭森林管理手法が国際的及び二国間オフセットメカニズム開発に係る政策決定に活用される。 
研究論文等の成果が適切な数及び量で発表される。 

成果と想定される活動（あるいは調査項目）と指標 
成果 1：火災検知及び火災予測システムが構築される。 
指標 1： 

1-1 1km2以上の森林火災において、3 つのモデル・コミュニティが 16 時間以内に火災情報を得る。また、延

焼予測情報を8 時間以内に受け取る。 
1-2 森林火災探知精度が 80％以上となる。 
1-3 森林延焼予測の精度が50％以上となる。 

活動 1： 
1-1 火災ホットスポット検出アルゴリズムを改良する。 
1-2 異なる生態系の中で燃焼するバイオマスの炭素排出量を推定する。 
1-3 現場の火災情報を各地域へ伝達する。 
1-4 森林火災発生予測モデルを構築する。 
1-5 水変動モデルを構築する。 
1-6 土地被覆図・土地利用変化図を作成する。 
1-7 調査地域において植物と土壌水分のスペクトルラルライブリーを構築する。  

成果 2：炭素量評価システムが構築される。 
指標 2： 

2-1 中央カリマンタン州の炭素量評価モデルが 20％以下のエラー発生率で作成される。 
活動 2： 

2-1 さまざまな熱帯泥炭生態系における炭素収支を推定する。 
2-2 バイオマス及び泥炭中の炭素量を推定する。 
2-3 泥炭分解及び有機炭素消失を評価する。 
2-4 異なる手法を用いて生態系の炭素収支量を交差検定する。 

成果 3：炭素管理システムが構築される。 
指標 3： 

3-1 対象地70km2において、適切な水位レベルのモデルが開発される。 
3-2 3-1のモデルを用いて、植生回復計画が開発される。 
3-3 地下水が質・量ともに明確となり、インフラストラクチャー整備計画を含んだ火災対策戦略が開発される。

活動3： 
3-1 植生と水文環境を調査する。 
3-2 水文環境をコントロールする。 
3-3 森林火災予防計画を作成する。 
3-4 植林を行う。 
3-5 気候変動に対する植生の反応と回復を推定する。 
3-6 水位に対する水質と水生生物群集の反応を推定する。 

成果 4：泥炭炭素イニシアティブ及び国際的ネットワークを構築する。 
指標 4： 

4-1 調査データや情報が活用される。 
4-2 炭素量評価モデルが 20％以下のエラー発生率で作成される。 
4-3 総炭素排出量を 1/3から 1/5へ削減するための炭素管理システムが開発される。 
4-4 泥炭・森林における火災と炭素管理システムが、政策形成や制度構築プロセスに導入される（例 IPCC、

ISO、REDD+プロジェクト実施等）。 
活動 4： 

4-1 統合的な炭素―水収支モデルを開発する。 
4-2 統合的な土地管理モデルを開発する。 
4-3 炭素会計手法を導入する。 
4-4 地域社会参加型の活動を行う。 
4-5 環境教育・研修のカリキュラムを作成する。 
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本プロジェクトのマスタープランは、2009 年 12 月の討議議事録（R/D）締結時に合意し、2011 年 11 月の

中間レビュー時に改訂している。 

 

１－４ 調査団構成 

１－４－１ 日本側 
氏名 分野 所属 期間 

神内 圭 
 

総括 
 

JICA 地球環境部 森林・自然環境グループ 森

林・自然環境保全第一課 課長 
10 月 20日 
～10月 31日 
 

三戸森宏治  
 

評価計画 JICA 地球環境部 森林・自然環境グループ 森

林・自然環境保全第一課 
10 月 20日 
～10月 31日 
 

齋藤 哲也 評価分析 日本工営株式会社 環境事業部 10 月 13日 
～10月 31日 

中村 牧生 JST 評価 JST 地球規模課題国際協力室 主任調査員 10月 24日 
～10月 31日 

 

１－４－２ インドネシア側 

氏名 所属 役職 
Prof. Kumpiady Widen University of Palangka Raya Vice Rector 

Prof. Tukirin Partomihardjo Indonesian Institute of Sciences（LIPI） Professor 

Dr. Joeni Setijo Rahajoe Botany Division, Indonesian Institute of Sciences
（LIPI）, Research Center for Biology Head 

Dr. Laode Alhamad Indonesian Institute of Sciences（LIPI） Researcher 

Mr. Bendjamin B. 
Louhenapessy 

Cooperation and Evaluation for Research Division, 
National Standardization Agency Head 

Mr. Nasrudin Irawan, M. National Standardization Agency Inspector 
 
１－５ 日程  

月日 曜日 行程 宿泊 

10 月 13日 日 移動：成田→ジャカルタ（斉藤団員） ジャカルタ 

10 月 14日 月 JICA 事務所打合せ、関係者打合せ ジャカルタ 

10 月 15日 火 
移動: ジャカルタ → パランカラヤ 
サイト視察（4 カ所） 
プロジェクト業務調整員との協議 

パランカラヤ 

10 月 16日 水 インタビュー：UNPAR パランカラヤ 

10 月 17日 木 
インタビュー：UNPAR 
火災予防コンポーネント対象地域訪問 
移動：パランカラヤ→ジャカルタ 

ジャカルタ 

10 月 18日 金 

インタビュー：LIPI  
インタビュー：LAPAN 
インタビュー：BPPT 
インタビュー：PUSPITEK（国立科学技術センター） 

ジャカルタ 
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10 月 19日 土 評価報告書準備 
神内団長、三戸森団員ジャカルタ着 ジャカルタ 

10 月 20日 日 資料整理、団内打合せ 
ジャカルタ 

10 月 21日 月 
8:30 BPPT（Dr.Bambang Setiadi）表敬 
11:00 林業局表敬（Mr.Agus haryanto, Mr.KATSURA） 
14:00 JICA事務所打合せ 

 
ジャカルタ 

10 月 22日 火 
9:30 インドネシア側評価メンバーとの協議（BSN, 
LIPI,UNPAR）                                     
15:00 BNPIとの協議（Mr.Farhan Helmy） 

ジャカルタ 

10 月 23日 水 

9:00 BAPPENAS（RAN-GRK Secretariat）との協議 
10:30 IJ-REDD+（高原専門家）との協議            
12:30 BSN（Mr.Nyoman）聞き取り 
移動：ジャカルタ→パランカラヤ 
（中村団員 ジャカルタ着） 

 
パランカラヤ 

10 月 24日 木 

（中村団員合流） 
9:00 UNPAR 学長（Prof.Dr.Fredinand）表敬 
10:00 UNPARC/P 聞き取り 
13:00 サイト視察  

 
パランカラヤ 

10 月 25日 金 

9:30 中央カリマンタン州BAPPEDA（Mr. Herson Aden）
表敬 
11:30 UNPAR Prof. SUidoSuwido H. Limin との協議 
14:00 KOMDA REDD+との協議 
午後 評価報告書の協議 

パランカラヤ 

10 月 26日 土 終日 サイト視察 
評価報告書作成  パランカラヤ 

10 月 27日 日 移動：パランカラヤ→ジャカルタ 
午後 評価報告書準備 ジャカルタ 

10 月 28日 月 10:00 合同評価調査団内協議 
午後 評価報告書準備 ジャカルタ 

10 月 29日 火 
9:00 UNORCID（久保氏）との協議  
10:00 ICCC （Ms.Eli）との協議 
午後 評価報告書準備 

ジャカルタ 

10 月 30日 水 
10:00 JCC（合同調整委員会）/ JSC（合同運営委員会）

15:00 在インドネシア日本大使館への報告 
深夜 ジャカルタ発 

機中泊 

10 月 31日 木 成田着   
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第２章 レビューの方法 
 

２－１ 調査の流れ 

今回のレビューは、『JICA事業評価ガイドライン改訂版』「プロジェクト評価の実践的手法」及び『新 JICA事

業評価ガイドライン（第 1版）』に準拠して行った。レビューの基になるマスタープランは平成 21 年 3月実施の

詳細計画策定調査時に作成し、平成 23年 11月実施の中間レビュー調査時に改訂し、インドネシア側と合意した

ものを使用した。レビューに先立ち、プロジェクト関係文書（事前調査報告書、研究代表機関である北海道大学

作成の報告書、セミナー・シンポジウム資料等）を整理・分析し、プロジェクト関係者への事前質問票調査及び

インタビュー調査、また現地視察を行い、情報を収集した。これらの結果を基に、レビュー報告書案を作成し、

JCC 及び JSC を経て、報告書を完成させた。 
 
２－２ 調査項目 

２－２－１ プロジェクトの実績の確認 
R/D、マスタープランに沿ってプロジェクトの投入、アウトプット、プロジェクト目標が達成された度合い

を検証する。 
 

２－２－２ 実施プロセスの検証 
プロジェクトの実施過程全般を見る視点であり、活動が計画どおり行われているか、またプロジェクトの

モニタリングやプロジェクト内のコミュニケーションが円滑に行われているかを検証する。 
 

２－２－３ レビュー項目ごとの分析 
(1) 妥当性：プロジェクトが目指している効果（プロジェクト目標や上位目標）が、評価を実施する時点に

おいて妥当か〔インドネシアの国家開発計画及び日本の政府開発援助（Official Development Assistance：
ODA）政策との整合性はあるか、受益者のニーズに合致しているかなど〕、プロジェクトの戦略･方法は

妥当か等を評価する。 
(2) 有効性：プロジェクト目標達成の見込みはあるか、プロジェクト目標に対しアウトプットは適切か、目

標達成の貢献・阻害要因はあるか等を評価する。 
(3) 効率性：投入に見合ったアウトプットが産出されているか、活動スケジュールと投入のタイミング・質・

量はアウトプット産出には適切だったか等を評価する。 
(4) インパクト：上位目標達成の見込みはあるか、その他、プラスのインパクトはあるか（予測されるか）、

予期していなかったマイナスのインパクトはあるか（予測されるか）、マイナスのインパクトがある場

合、それに対する対策は講じられているかを評価する。 
(5) 自立発展性：現時点において、プロジェクトで発現した効果が持続する見込みについて、組織制度面、

財政面、技術面から評価する。 
 
２－３ 情報収集・入手手段 

現地調査に先立ち、プロジェクトの投入実績に関する情報提供を依頼するとともに、主としてプロジェクトの

実施プロセスに関する質問票を英語で作成し配布した。現地調査においては、指標及び目標値設定、実施プロセ

スの確認と評価 5項目に関する補足情報を収集するために、インドネシア側関係者と日本側研究者に対し、イン

タビュー及び質問票調査を実施した。 
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第３章 プロジェクトの実績と現状 
 
３－１ 投入実績 

マスタープランに沿って、日本側、インドネシア側の双方からプロジェクトに対しての投入がなされている。

ただし、日本国内のプロジェクト活動に対する JSTからの投入実績については、この終了時評価の対象外とした。

なお、以下の添付番号はレビュー報告書中のAnnex No.を指す。 
 
【日本側】 

３－１－１ 日本人専門家の派遣 
プロジェクトの業務調整及び管理のための長期専門家は合計 2名で、1名が 2010 年 2月から 2013 年 1 月の

3 年間派遣され、もう 1名は 2013年 1 月から 2014 年 3月の予定で派遣中である。2013年 10 月時点での短期

専門家の派遣実績は、2010年度に 74名、2011年度に 70名、2012 年度に 56名、2013年度に 39名であり、派

遣日数の合計としてはそれぞれ 1,380 日、1,476 日、1,078 日、527 日である。これまでの総派遣日数は 4,461
日（148.7MM）であり、各成果の内訳をみると、衛星による火災・炭素センシングプログラム（FF）426 日、

炭素量評価プログラム（Carbon Assessment：CA）310 日、炭素管理プログラム（Carbon Management：CM）2,488
日、統合的泥炭地管理プログラム（Peatland Management：PM）1,237 日となっている。 

 
３－１－２ 本邦研修 
日本における研修・スカラーシッププログラムへの参加者は現時点で 20名（長期 10名、短期 10名）であ

り、その内訳は JICAカウンターパート（Counterpart：C/P）研修として長期 5名（博士課程3 名、修士課程 2
名）及び短期 10 名、文部科学省 JST 奨学金から長期 4 名（博士課程 4 名）、北海道大学私費留学生特待制度

から長期 1 名（博士課程 1 名）である。派遣元の内訳はUNPAR から 6 名、LIPI から 5 名、BSN から 1 名、

BPPT から 4 名、LAPAN から 1名、FORDA から 1名、中央カリマンタン政府から 1名となっている。 
 

３－１－３ 資機材の供与 
2013 年 10 月時点での資機材調達費の合計は 8,958 万 8,395 円である。（1US ドル=97.5 円、1 ルピア＝0.0088
円として換算） 

 
３－１－４ 現地業務費 

2013 年 10 月時点での現地業務費の合計は、約 8,086 百万ルピア（約 7,120 万円）である。内訳には、航空

賃 1,116百万ルピア、日当宿泊費 955百万ルピア、その他委託費（commission contract）360百万ルピア等の費

用が含まれている。 
 

【インドネシア側】 
３－１－５ C/P配置 

R/D 及び中間レビュー時の M/M で合意されたとおり、UNPAR、LIPI、LAPAN、BSN、BPPT、FORDA が

プロジェクト実施機関となっている。インドネシア側実施機関と日本側からの代表者が JSC と JCC のメンバ

ーを構成し、JSC は BSN のプロジェクト・スーパーバイザーが、JCC は UNPAR のプロジェクト・ディレク

ターがそれぞれ議長を務めている。 
 

３－１－６ 事務所スペース・設備及びプロジェクト活動費の提供 
BSN と UNPAR は日本人専門家に事務所スペースと事務設備を提供している。インドネシア側の投入の大

部分はこうした現物による投入であり、加えて、各実施機関の職員の国内旅費については、通常の技術協力

プロジェクトと同様に各実施機関が負担している。 
例えば、LIPIは4年間でC/P予算として675百万ルピアを本プロジェクト実施に割り当てている。UNPARは、

プロジェクト事務所の電話及びインターネット、プロジェクト活動のための職員の日当などを投入している。 
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３－２ プロジェクトの進捗と実績 

３－２－１ 成果レベルの実績 
各成果における現時点までの主な活動実績は、次のとおりである。 

 
（成果 1）火災検知及び火災予測システムが構築される。 
（指標）1-1 1km2以上の森林火災において、3 つのモデル・コミュニティが 16 時間以内に火災情報を得る。 

また、延焼予測情報を 8時間以内に受け取る。 
1-2  森林火災探知精度が 80％以上となる。 
1-3  森林延焼予測の精度が50％以上となる。 

 
成果 1 はほぼ達成されている。火災検知及び火災予測システムは構築され、試験も実施されている。プロ

ジェクト終了時までに、予測モデルの精度に関する確認を進める必要がある。 
 
(1) 1km2以上の火災が発生した時には、対象4 村落（タルナジャヤ、トゥンバンヌサ、ピラン及びジャビレ

ン村）は 13 時間から 16 時間で火災発生情報を得ることができる（内訳：衛星画像の撮影間隔が平均 6
時間から 8時間、ホットスポット解析に4 時間、火災検出に 1時間、SMS 送信時間に 2時間から 3 時間）。

火災予測については、対象村落が必要とする半径 2km以内について、簡易延焼モデルにより 4 時間以内

の予測が可能となった。現時点では村から半径 2km で火災予測範囲を設定しているが、今後同範囲の拡

大や縮小も可能である。MODIS火災ホットスポットマップ、土壌水分分布マップについては、ウェブサ

イト上での公開も行っていた。 
(2) 改良アルゴリズムで判別された 2009年 7 月のすべてのホットスポット（10カ所）及び 2012 年 9月の火

災時のホットスポット（2 カ所）のすべてが火災跡地、または進行形の火災であることが無人航空機

（Unmanned Aerial Vehicle：UAV）による観測により確認された（検出率 100％）。統計的解析のために更

なるモニタリングデータの蓄積が必要であるものの、オミッションエラー及びコミッションエラーを考

慮し、目標である検出率 80％は達成できる見込みである。 
(3) 簡易延焼モデルでは、1km2のホットスポットを半径 1/2kmの内接円または半径√内接円もしくは外接円

で近似できる。ホットスポットの中心が移動する速度が毎分 2m 以下の場合、延焼予測の誤差率は 50％
以下を達成した（改良アルゴリズムでは、毎分 2m以下の速度の場合、現在の衛星画像の撮影間隔では隣

接するエリアにしか火災が移動しないため、延焼と判別できる。それ以上の速度の場合は、別の火災と

判別される）。 
 
（成果 2）炭素量評価システムが構築される。 
（指標）中央カリマンタン州の炭素量評価モデルが20％以下のエラー発生率で作成される。 

 
成果 2 はほぼ達成されている。炭素量評価は 1）航空レーザー計測、2）年間 CO2収支と地下水位の相関関

係分析、3）陸域生態系モデルから行われている。1）と 2）については完成し、3）についてはプロジェクト

によるモニタリングデータを活用しモデルを開発中である。成果 2 の指標である誤差 20％については、プロ

ジェクト終了時点までに 3）が完成した際に達成される見込みである。 
 

(1) 現地観測によるデータ収集は達成され、モニタリングが継続実施されている。熱帯泥炭生態系は、人為

的撹乱のない森林（UF）、排水の影響を受けた森林（DF）、火災跡地（DB）のいずれもが CO2排出源で

あることが明らかになった。人為的撹乱のない森林（UF）、排水の影響を受けた森林（DF）及び火災跡

地（DB）について、炭素換算のCO2収支の年平均（2004年7月～2008年7月の4年間）はそれぞれ174±203, 
328±204 and 499±72 gC m-2 y-1であった。炭素排出は撹乱の大きさに対応して増加することが明らかとな

った。またそれぞれの生態系における炭素収支は主に地下水位により決まることが明らかになった。炭

素換算の年間 CO2収支は地下水位に対し線形的な相関関係を示した。プロジェクトによって、同相関に

より地下水位が 0.1m下がるたびに年間のCO2 排出が 79−238 gC m-2 増加することが予測され、これはお

そらく酸化により泥炭の分解が進むためと考えられることが明らかになった。 
(2) 生態系モデルについては、国立環境研究所を中心として、熱帯泥炭生態系の炭素循環を詳細にシミュレ

ートするプロセスベースモデルが開発されている。同モデルのパラメーターの設定と検証のために、本

プロジェクトで蓄積した CO2フラックス（二酸化炭素交換量）や、気象及び水文の観測データ等が活用

されている。ただし、現時点で参照排出レベルは設定されていないため、中央カリマンタン全域等の、

広域レベルでのモデルによる推定の不確実性を評価することは難しい。よって、プロジェクトは 3 つの
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アプローチ、すなわち 1）航空レーザー計測、2）年間 CO2 収支と地下水位の相関関係分析、3）陸域生

態系モデルによる評価結果を比較することによってモデルの精度を明らかにする計画とした。 
(3) 相関関係分析を用いた年間のCO2収支評価の結果は、小規模な実測結果と比較し、目標である20％以内

の差異（12％～18％）となった。2014 年 3 月までに生態系モデルが完成した段階で、上記 3 つのアプロ

ーチの比較から誤差の定量分析を行う予定であり、プロジェクト終了までに成果 2 は達成される見込み

である。 
 

（成果 3）炭素管理システムが構築される。 
（指標） 3-1 対象地 70km2において、適切な水位レベルのモデルが開発される。 
 3-2 3-1 のモデルを用いて、植生回復計画が開発される。 
 3-3  地下水が質・量ともに明確となり、インフラストラクチャー整備計画を含んだ火災対策戦略

が開発される。 
 
成果 3 はほぼ達成されている。現地測定を通じ広域地下水流動モデル（MODFLOW）が構築され、地下水

位分布のシミュレーションが可能となった。炭素排出の削減方法については、適正水位の管理と 1）火災管理、

2）泥炭地の回復、及び 3）再植林を組み合わせることが有効であることを定量的に示した。火災管理につい

ては地下水の賦存量が十分であることを明らかにし、プロジェクト考案のコンパクト消防設備を私設消防団

に貸与し試行を開始した。 
 
(1) 70km2の対象地域において、広域地下水流動モデル（MODFLOW）が開発され、水路の建設以前やダム

の建設後の地下水位分布が明らかとなった。また適正な水位レベルを 50mメッシュの地図上で示した。 

(2) 炭素排出の削減には、適正水位の管理とともに、1）火災管理、2）泥炭地の回復、及び 3）再植林を行

うことの有効性が明らかになった。 
1）適正水位の管理＋火災管理なし：76％に減少 
  適正水位の管理＋火災管理：38％に減少 
2）泥炭地を火災跡地（DB）から人為的撹乱のない森林（UF）の状態に回復することで、炭素収支の

純生態系交換量（NEE）を以下のとおり減少させることができる。 
a)ケースA（地下水位が-0.2mから-0.1mになった場合）：16％に減少 
b)ケースB（地下水位が-0.1mの場合）：19％に減少 
c)ケースC（地下水位が-0.2mの場合）：60％に減少 

3）再植林 
a)フタバガキ科の Shorea balangeran の植林を地下水位-0.1mの火災跡地（DB）に植えた場合：89％
に減少（5年後） 

b)加えて、泥炭地における地下水位毎の植物群落や植生の調査を通じ、主要 31 種の情報が蓄積

された。3 つの植生タイプ（フタバガキ林、熱帯ヒース林及び熱帯泥炭林）について、自然回

復及び遷移モデルを開発し比較する予定である。 
c)上記の成果より、火災の起きやすい道路、水路及び農地近傍ではShorea balangeran による森林

回復を優先すべきであり、火災が起きにくく日常的な管理が難しい遠隔地では自然遷移を中心

に検討すべきである。 
d)降水量から求めた泥炭火災指数（Peat Fire Index）が泥炭火災発生の危険性、被害量の推定に有

効であることが明らかになった。 
  

(3) 泥炭層の地下水量について、汲み上げ調査により消火活動に十分な地下水量が確認された。その一方で、

泥炭地の地下水中にはフミン酸が多く含まれるため、浄水システムを改善しなければ、飲用には不適切

であることが明らかになった。また、プロジェクトで考案したコンパクト消防設備を私設消防団に貸与

し、現在試行している。中古の消火ホースを日本の企業から供給する体制を構築した。この消火システ

ムを国家防災庁（BNPB）に提案する予定である。 
 

（成果 4）総合的な炭素管理を行うための基礎が整備される。 
（指標） 4-1 調査データや情報が活用される。 

4-2  炭素量評価モデルが 20％以下のエラー発生率で作成される。 
4-3 総炭素排出量を 1/3から 1/5 へ削減するための炭素管理システムが開発される。 
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4-4 泥炭・森林における火災と炭素管理システムが、政策形成や制度構築プロセスに導入される 
〔例：気候変動に関する政府間パネル（IPCC）、国際標準化機構（ISO）、開発途上国における

森林減少・劣化等に由来する排出の削減等（REDD+）プロジェクト実施等〕。 
 

成果 4はほぼ達成されている。多くの研究成果が公表され、またデータベースが構築された。 
(1) 56 本の原著論文が発表された。現在も複数が投稿中、また執筆中の段階にある。成果のうちには、イン

パクトファクターが 6.91（2012 年）と高いGlobal Change Biologyに掲載された「熱帯泥炭湿地林の炭素

収支に対する撹乱の影響」などが含まれている。また、プロジェクトの成果は国際レベル及びまた日本・

インドネシア両国における地域レベルで多くの会議、セミナー等で発表された。学術誌に掲載された論

文には、謝辞に本プロジェクトの貢献を取り上げているものもある。 
(2) Web-GISが北海道大学のサーバーにインストールされ、データベースのプロトタイプが開発された。プ

ロジェクトで購入、また作成した各種衛星画像や主題図等が統合されている。さまざまな現地調査及び

1997 年から続く長期観測成果に基づき、日本・インドネシア両国の研究者は、泥炭地における炭素収支

の評価のために 8 つの要素をモニタリングする必要があることを結論づけた。これは泥炭地の炭素収支

管理に関する初めての統合的モニタリングシステムの提案である。 
 
 
 
 

(3) 誤差 20％以下の炭素収支モデルの構築については、プロジェクト終了までに成果2 の活動が了すること

により達成される予定である。さらに、簡易性及び省コストの統合MRV2システムを提案するため、ハイ

パースペクトル解析、土壌沈下計測などさまざまな手法が比較検討された。 
(4) 炭素排出量を 1/3 から 1/5 とする炭素管理手法の開発については、プロジェクト終了までに主に成果 3
による成果から達成される予定である。 

(5) 2009 年 6月にエジプト、カイロで開催された ISOの技術委員会 207（環境管理）にて、BSNは森林破壊

についての国際規格を作ることを提案した。これ以降、インドネシア政府は国際社会に向けて森林破壊

についての国際規格を設置するために働きかけを続けている。インドネシア国内での規格の設置につい

てもBSNを中心に議論が進められており、プロジェクト終了までに規格案が作成される予定である。プ

ロジェクトが主催した国際セミナーやワークショップは国際的研究者のネットワーク構築に貢献してお

り、また MRV についての円卓会議をインドネシア国家気候変動協議会（National Council for Climate 
Change：DNPI）との共催で継続的に開催した。 

 
３－２－２ プロジェクト目標に向けた達成度 

（プロジェクト目標）泥炭・森林における火災と炭素管理を行うモデルが構築される。 

プロジェクト目標である泥炭森林管理手法の構築は、成果 1 から 4 の活動によりプロジェクト終了までに

達成される見込みである。 
なお、炭素排出を現在の 1/3 から 1/5へ削減するための炭素管理手法はほぼ完成しており、最終的に定量的

な検討を加える段階にある。またプロジェクトが提案する泥炭森林管理手法は、IPCC、気候変動枠組み条約

（United Nations Framework Convention on Climate Change：UNFCCC）の科学及び技術の助言に関する補助機関

（Subsidiary Body for Scientific and Technological Advice：SBSTA）、ISOにおける国際的な議論や、インドネシア

国内における重要なアクターであるDNPI、インドネシア気候変動センター（Indonesian Climate Change Center : 
ICCC）、国連森林減少・劣化に起因する温暖化ガスの排出とその抑制方策計画（United Nations Collaborative 
Programme on Reducing Emissions from Deforestation and Forest Degradation in Developing Countries：UN-REDD）、
BSN などにも注目を浴びており、プロジェクトによるさまざまな発信の成果が現れている。一方で、社会実

装に向けた炭素削減方法及び統合的MRVシステムについては、インドネシア側の理解をより一層深めるため

に、プロジェクト終了までに、プロジェクトの成果を翻訳、調整しモデル化やパッケージ化につなげていく

努力が引き続き必要である。 

                                            
2 計測・報告・検証（Measurement, Reporting and Verification：MRV） 

【8つの要素】（1）二酸化炭素フラックスと濃度、（2）ホットスポットの観測、（3）森林劣化及び構成種

のマッピング、（4）森林減少、森林バイオマス変化、（5）地下水位及び土壌水分、（6）泥炭ドームの判

別と泥炭層の厚さ、（7）泥炭の沈下、（8）水溶性有機炭素 
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第４章 評価 5項目に沿ったレビュー結果 

 

４－１ 妥当性 

本プロジェクトの妥当性は非常に高い。 
(1) 2010 年 11月にUNFCCC へ提出されたインドネシア第 2回国別報告書によると、2005年のインドネシアに

おける温室効果ガスの主要排出部門は土地利用、土地利用変化及び林業部門（Land use, Land-use change and 
Forestry：LULUCF）（38％）であり、次いで泥炭火災（25％）、エネルギー（21％）、廃棄物（9％）、農業（4％）、

産業（3％）となっている。またDNPIによる 2010年の調査では、インドネシアにおける温室効果ガスの排

出源として、LULUCFが 40％、泥炭地が 38％とされている。 
(2) インドネシアの生物多様性戦略及び行動計画（Indonesian Biodiversity Strategy and Action Plan：IBSAP）2010- 

2020）（改訂作業中）は、REDD+に関する内容が含まれる予定であり、プロジェクトの活動はこれら内容と

深く関連している。また、プロジェクトは、生物多様性条約の愛知目標の目標15（2020 年までに、劣化し

た生態系の少なくとも 15％以上の回復を含む生態系の保全と回復を通じ、生態系の回復力及び二酸化炭素

の貯蔵に対する生物多様性の貢献が強化され、それが気候変動の緩和と適応及び砂漠化対処に貢献する。）

にも貢献する。 
(3) 2011 年に、大統領令 No.61/2011 で温室効果ガス排出削減に係る国家アクションプラン（Rencana Aksi 

Nasional Penurunan Emisi Gas Rumah Kaca：RAN-GRK）が策定され、その中で各州政府が州温室効果ガス削

減行動計画（Rencana Aksi Daerah Penurunan Emisi Gas Rumah Kaca：RAD-GRK）を策定することが義務付け

られた。 
(4) 上記 RAN-GRK において、「森林と泥炭地」が温室効果ガスを削減するための 6 セクターのうちの 1 つと

された。同セクターは、他のセクターに比べはるかに炭素排出削減に寄与する割合が大きい。 
(5) 2009 年 12 月に開催された UNFCCC-COP15 では、インドネシア大統領が、温室効果ガスの削減目標とし

て、対BAU（Business As Usual）3比で 2020 年までに自国のみで 26％削減、国際的な支援を受けてさらに

41％まで削減することを表明した。インドネシアにおける温室効果ガスの排出源は 60％以上がLULUCF で

あることから、DNPI は 2010 年の報告書において、同国における削減ポテンシャルの 75％以上はLULUCF・
泥炭での取組みによるものとしている。 

(6) インドネシアの温室効果ガス削減目標の達成に向けては、泥炭地における火災及び炭素管理の取組みに対

する必要性が一層認識されつつある。2010年 9 月には、大統領令（No19）により大統領開発管理調整ワー

キングユニット（The presidential working unit for development supervision and control：UKP4）が発足し、また、

大統領令（No10）によりREDD+タスクフォースが設置された。REDD+タスクフォースについては、1年後

の大統領令（No.25/2011）により、REDD+庁とMRV庁の設立準備活動のため再設置されている。大統領令

（No.62/2013）により、まずREDD+庁が設置された。さらに、2013 年 5 月には、自然林と泥炭地を対象と

した 2年間のモラトリアム（新規森林コンセッションの発給を停止）更新に大統領が署名した。 
(7) 中部カリマンタン州は、2010 年 12 月に REDD+活動のパイロット州に選定され、中央カリマンタン州

REDD+タスクフォース（KOMDA REDD+）が中部カリマンタンのREDD+活動の実施機関として設立され

た。中部カリマンタンでは、州・コミュニティレベルにおいても火災・泥炭管理に対する認識は高まって

おり、消火隊が 2年前から活動を開始したほか、国際的な非政府組織（Non-Governmental Organization：NGO）
との協力により泥炭からの流水を防ぐための水路堰の建設などが進められている。 

(8) 本プロジェクトのすべてのC/P機関は、以下のとおり、泥炭地及び森林からのCO2排出削減を進めること

について強い意志を有している。 
1) BSN：森林破壊についての国家規格の策定を計画している。 
2) LAPAN：組織の目標として、土地利用の変化に係るデータ/情報の提供、より正確なホットスポット検知

アルゴリズムの構築、ホットスポットの検知が含まれている。 
3) LIPI の生物学研究センターは 2010 年～2014 年と 2015 年～2019 年の活動計画に気候変動とREDD+の研

究を行うことの重要性について記載している。 
4) UNPAR：UNPAR のビジョンには熱帯泥炭湿地の発展に焦点をあてることとある。 

(9) 日本側については、2012 年 4 月に外務省が策定した対インドネシア共和国国別援助方針において、「環境

保全・気候変動等の地球規模課題への対応能力（中略）の向上に寄与するための支援等を行う。」と記載さ

                                            
3特段の対策活動をしない場合の将来予測値 
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れている。 
(10) 日本とインドネシアは 2013 年 8 月 26日に二国間クレジット制度に関する署名を終えた。 
(11) 日本はまた、インドネシアにおけるREDD+を推進することについて二国間で合意し、技術協力「日本イ

ンドネシア REDD+実施メカニズム構築（IJ-REDD）プロジェクト」を西及び中央カリマンタン州で開始し

た。 
 

４－２ 有効性 

本プロジェクトの有効性は中程度から高いと評価される。 
(1) 中間レビュー時に改訂されたマスタープランと比較し、プロジェクトの有効性の達成見込みは中程度から

高いと評価される。これは、2013年 10月時点でプロジェクト目標及び 4つの成果の指標が完全には満たさ

れていないこと（特に定量的な指標）、また成果が関係者に十分に説明されていないためである。 
(2) 定量的指標を設定することは説明責任を果たすうえで有効であり、一方で難しい挑戦でもあったが、プロ

ジェクトは指標が意味することとその検証の方法を一層検討し、プロジェクト目標に関する相互理解を深

める必要がある。 
(3) 現時点までの主要なプロジェクトの達成内容は３－２に記載されている。改訂マスタープランに沿った各

活動レベルの進捗状況を、合同評価レポート（Joint Terminal Evaluation Report）のAnnex A.11として詳細に

整理した。これに基づき各成果の進捗状況はおおむね、成果 1：80％、成果 2：90％、成果 3：80％、成果

4：85％と考えられる。 
(4) 各成果の活動において綿密かつ先進的な研究が行われており、2014年 3月のプロジェクト終了時点で各成

果が達成される見込みである。 
(5) しかしながら、インドネシア側からは成果の全体的な統合（成果 4 及びプロジェクト目標）について明確

になっておらず、政策及び意思決定にプロジェクトの成果を十分に活用することができていないというコ

メントがなされている。 
 
４－３ 効率性 

現時点までの本プロジェクトの効率性は高いと評価される。 
(1) 現時点までのプロジェクトの投入は３－１に記載したとおりである。プロジェクトの円滑な実施と効果的

な運営に向けての日本人専門家の努力は、C/Pにもよく認識されている。プロジェクトにより供与された資

機材は、データ測定や火災制御の向上などに適切に使用されている。 
(2) 人的資源の投入は、C/P 機関から専門性、投入の時期及び期間のいずれについても効率的であったと評価

された。資機材の投入についても、C/P機関のニーズに合致しており効率的であったと評価された。 
(3) 数多く実施された日本での研修とスカラーシッププログラムについては、C/P 機関から高い評価の声が聞

かれた。また、これらのプログラムに参加したC/P機関職員は、プログラム終了後に所属機関に戻った後、

プロジェクトに効果的に貢献したと評価された。 
(4) 日本側（北海道大学）とインドネシア側（UNPAR）が 1983 年以降長期にわたり関係を築き、貴重な情報

の蓄積を続けてきたことは特筆すべきである。本プロジェクトはこれまでの研究データの蓄積から成果を

取りまとめるためのきっかけとして大きく貢献した。 
(5) プロジェクト参加者間におけるコミュニケーション向上の必要性が中間レビューに引き続いて指摘された。

プロジェクト目標、成果及び活動が広範囲にわたるため、C/P機関は目標、成果、活動及びその相互の関連

性について明確に理解できていない。中間レビューによる指摘を受けてプロジェクトの実施体制の改善が

図られるなど、プロジェクトの共通認識の醸成及び C/P 機関の役割と責任の明確化について、改善はされ

たものの不十分であったと評価された。 
(6) インドネシア側の投入は、事務所スペースや設備の提供を含む現物による貢献のほか、特に、泥炭森林の

実地活動に対するUNPAR スタッフの努力、貢献、時間的な投入については、特記されるべきである。また、

LIPI 以外のいくつかの実施機関においては C/P 予算の不足が指摘され、これはプロジェクトにおける研究

者間の共同活動・情報共有などの機会の損失につながる可能性がある。 
 
４－４ インパクト  

本プロジェクトがもたらしているインパクトは極めて大きい。 
(1) BSN においては、環境管理のための ISOへの提案文書（土壌劣化と森林減少に対する取組みの優良事例ガ

イドラン）の作成が、プロジェクトからの支援を得て進められている。 
(2) 『第 5 次 IPCC ガイドライン』の湿地（泥炭地を含む）に関する章の主要執筆者に、プロジェクトリーダ
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ーである大崎満教授が選出され、2011 年 11月に開催された執筆者の第 1回会合以降、関連する会合に参加

している。 
(3) 2013 年 6月に、プロジェクトリーダーである大崎満教授はドイツのボンで開催された気候変動枠組み条約

（UNFCCC）の SBSTA38 で招待講演を行った。大崎満教授は統合MRV システムについての講演を行い、

本プロジェクトの経験と発見から提案されるMRVシステムについて国際社会の協力を要請した。 
(4) 日本の経済産業省及び環境省の支援により、REDD+に関する実現可能性調査（Feasibility Study：F/S）が実

施されており、中央カリマンタン州では日本企業が 3 件を実施した。経済産業省からの補助を受けて住友

商事・住友林業は、UNPAR にて炭素排出量を地上測定しているが、中部カリマンタンをF/S実施地に選ん

だ理由として北海道大学が当地で既に研究を進めていたことを挙げている。また、環境省からの補助を受

けて三菱UFJ リサーチ＆コンサルティングが、アジア・太平洋電気通信共同体からの補助を受けて（一社）

情報通信技術委員会が、泥炭管理における情報通信技術（Information and Communication Technology：ICT）
の適用等のF/Sを実施している。プロジェクトリーダーである大崎満教授は、中部カリマンタンで実施され

ているこれら3 件のF/Sの技術顧問を務めている。 
(5) 三菱総合研究所は、（財）資源・環境観測解析センター（Earth Remote Sensing Data Analysis Center：

ERSDAC） 4からの支援を受けて、中部カリマンタン泥炭地における森林劣化と溶存有機炭素のモニタリ

ングにハイパースペクトラル情報を適用するためのプロジェクトを実施している。中部カリマンタンが

実施地に選ばれたのは、北海道大学とインドネシア側関係機関による長年の実地観測の実績があったた

めである。 
(6) 永年観察プロットにおける調査で明らかにされた394 種の植物のインベントリー情報は、IBSAPの作成に

際して共有、活用された。 
(7) 泥炭火災管理の重要性に対する認識の高まりから、（一社）北海道消防設備協会より 3,000本の消火用ホー

スと 50個のノズルがプロジェクトに対して寄贈された。泥炭では消火用ホースが損傷を受けやすいことか

ら、多くのホースの安定的な供給が望まれる。 
(8) プロジェクトからの支援を受けて、カリマンタン 5 州の大学間連携により統合的な炭素管理・教育・研究

ネットワークを目指す「カリマンタン大学ネットワーク」が設立された。この試みは今後国家レベルでも

取り入れられる見込みである。 
(9) 日本においても、2013 年 10 月に日本泥炭地学会が設立され、大崎満教授が初代会長に選出された。本学

会を通じ国際泥炭地学会及びインドネシア泥炭地学会と今後より一層の協調を進めていくことができる見

込みである。 
(10) UKP4 や DNPI に対して、プロジェクトより情報やアドバイスの提供が適宜行われている。MRV に関す

る技術レベルのラウンド・テーブル会合がDNPIと共同で既に 8回開催され、そこではMRVシステムに関

する提案も示されている。 
(11) 中部カリマンタン州の REDD+実施機関である中央カリマンタン州 REDD+タスクフォース（KOMDA 

REDD+）に関しては、プロジェクトが組織したインドネシア国内専門家ワーキンググループが、REDD+実
施に関わる活動計画案の骨子となる「REDD COE Kalteng」（文書などのリスト）を取りまとめて、2011 年 8
月にKOMDA REDD+に提出した。本骨子は、中部カリマンタン州における炭素管理を行う実施体制整備に

直接に関係するものである。 
(12) さらにプロジェクトからは、日本とインドネシアの二国間オフセットメカニズム構築に向けた情報・デー

タ等を、外務省、経済産業省、環境省、林野庁、民間企業などに提供している。 
(13) 本プロジェクトを通じ開発された計測データ遠隔転送システム（SESAME システム）は本プロジェクト

以外にも有効であり適用可能であると評価された。同システムは、平成 25年度政府開発援助海外経済協力

事業委託費による「案件化調査」を活用し、ジャカルタ近郊のダムの水位情報の測定、伝送のために設置

が開始された。 
(14) 多数の組織及び専門家の参加を通じ、既存のリソースをつなぎ、意見交換を行い、今後の協力を広げるた

めの場として本プロジェクトが機能した。これはプロジェクト実施による良いインパクトの 1つである。 
 
４－５ 持続性 

本プロジェクトの持続性にかかる現時点での見込みは高いと評価される。近年大きく変化を続けてきたインド

ネシアにおけるREDD+の状況に追いついていくため、プロジェクトが努力したことは評価されるべきである。 
(1) インドネシア大統領とインドネシア政府からは、泥炭森林における炭素管理に向けて強いコミットメント

が表明されている。加えてインドネシアにおいてREDD+の実施体制が整備されつつある。そのため、イン

                                            
4 2012年3月30日、宇宙システム開発利用推進機構へ統合。 
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ドネシアにおいてREDD+政策に大きな変更がなければ、特に泥炭地における炭素管理は一層重要となる。 
(2) プロジェクトを通じ、C/P機関のスタッフ 20人が日本で学ぶ機会を得た。彼ら研修や留学の参加者が日本

から戻ったことで C/P 機関の能力が向上しており、また将来参加者の更なる帰国に伴い向上していくこと

が期待される。この能力向上がプロジェクトの自立発展性に貢献すると見込まれる。またイオンクロマト

グラフィー、全有機炭素（TOC）分析計、スペクトロメーターのように、資機材の供与と資機材の利用・

メンテナンスのトレーニングを組み合わせて実施したことは特筆される。人的資源と資機材の両面から能

力強化を行うことは自立発展性への貢献が評価できる。 
(3) プロジェクトの供与資機材は、適切に利用されていると確認された。持続性の面で鍵となるのはメンテナ

ンスである。新規の資機材によって強化された能力を維持するためには、資機材利用計画の作成と利用状

況のモニタリング・管理が重要となる。いくつかの精密機械については、より環境の良い設置場所の検討

が必要である。人的資源の面からは、これら新規の資機材を利用管理できる人材の人数が限られているた

め、更なる能力強化と、マニュアルの準備が必要である。資金面からは、今後もREDD+や泥炭地は国際的

な関心をひくと期待されるため、UNPAR は研究プロジェクトへ積極的に参加し、資機材の利活用を続けて

いくことが求められる。 
(4) プロジェクトを通じ、さまざまな課題に適用可能な多くの発見や技術開発がなされている。今後これら新

しい知見や技術の利活用が期待されるが、自立発展性のためには、潜在利用者のための技術の翻訳、マニ

ュアルやパンフレットの作成と広報、関連技術のパッケージ化などが必要である。 
(5) プロジェクトの実施機関である北海道大学は、UNPAR や LIPI と長期にわたる協力関係にある。現在、北

海道大学は中央カリマンタン州における協力を続けるためにさまざまな資金ソースへの申請を行っており、

この努力は自立発展性に貢献する。また、UNPAR は、プロジェクトの成果を活用し、泥炭地に関する一般

教養教育プログラムの開始を計画している。 
(6) IJ-REDDプロジェクトが2013年から3年間の事業として開始された。西カリマンタン州でパイロット活動、

中央カリマンタン州で州政府の能力強化活動を行う予定であり、同プロジェクトの実施は本プロジェクト

の自立発展性向上につながっている。 
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第５章 結論 
  
プロジェクト目標達成に向けて 4つのコンポーネントから多くの研究成果を出していることを評価する。また、

研究成果を国際的に発信しており、「熱帯泥炭湿地林の炭素収支に対する攪乱の影響」等は高い評価を得ている。

プロジェクトの適切な管理体制が構築されており、大人数かつ多機関が関わるプロジェクトを適切に運営してい

る。 
また、プロジェクト内容はインドネシア政府の温室効果ガス削減に関する政策等と関連しており、REDD+に

関連した議論の進展も本プロジェクトの妥当性を高めた。 
4 つのコンポーネントの成果を統合し、泥炭における炭素測定手法として確立し、その手法がインドネシア政

府の関連機関に認知され、政策策定等において活用されることにより、インドネシアの気候変動対策に資するこ

とが期待される。ついては、本プロジェクトはプロジェクト期間内に終了することが適切である。 
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第６章 提言と教訓 

 

６－１ 提言  

(1) プロジェクト成果に対するインドネシア政府関係者の理解は必ずしも十分でなく、政策策定や意思決定に

利用する段階には至っていない。泥炭森林管理手法やMRVシステム等のプロジェクト成果を政策策定者が

活用するために、わかりやすく翻訳することが必要であり、簡明な提案書（Policy brief）を政策決定権限者

に提示することを提言する。 
 
(2) 将来の土地利用変化を予測することが中央カリマンタン州の主要関心事項であることが確認されたことに

代表されるように、プロジェクト目標である泥炭森林における火災と炭素管理を行うモデル構築のために

はインドネシアの社会経済的側面を考慮したうえで事業を進めることが重要である。 
 
(3) プロジェクト終了後にプロジェクト成果を引き継ぐ組織を確定する必要がある。また、泥炭火災対策、植

林等の事業実施マニュアルがプロジェクト終了時までに準備される必要がある。 
 
(4) プロジェクトのプロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）で設定した指標の

達成度を確認したところ、プロジェクトから十分な情報が提供されていない箇所があることから、プロジ

ェクト終了時点までに改めて定量指標の達成度について確認し、取りまとめることを提言する。 
 
(5) 供与機材の使用状況・管理状況は、調査団が確認した範囲ではおおむね適当であった。一方で、大学が直

接購入し、日本から輸送した供与機材は適切に機材管理簿に記載されていないものがあったところ、早急

な対応を求める。 
 
６－２ 教訓  

(1) 協力の成果を効果的に社会実装につなげるためには、科学技術協力プロジェクトでは、プロジェクト形成

段階において自然科学分野に加えて、土地利用政策との関係等の社会経済面を十分に考慮し、プロジェク

トデザインに入れる必要がある。 
 
(2) 多数の関係者が関与する SATREPS プロジェクトにおいては、プロジェクト内容について十分に理解し、

関係者との良好なコミュニケ―ションをとれる事務担当者を、日本側及び相手国側双方に配置することが、

プロジェクトの円滑な実施や成果の最大化に重要な役割を果たす。 
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第７章 特記事項 
 
 本レビュー調査に関し、特に記載をしておいたほうがよいと思われる事項及び JST から参加した団員の評価所

感については以下のとおりである。 
 
(1) プロジェクト成果のインパクトについて 

本プロジェクトは研究代表者の大崎満教授等のリーダーシップにより、多数の成果を出している。大崎満

教授は、『第5 次 IPCCガイドライン』（2013 年）の湿地セクションの執筆、今年 6月のSBSTA38 でのプレゼ

ンテーションなど、国際的な発信を積極的に行っている。研究成果の代表例としては、平野教授が 1）攪乱が

なく、地下水が未排水の湿地林においても正味でCO2の排出源となっていること，2）CO2排出量は環境撹乱

が進むにしたがって大きくなること，3）エルニーニョが発生した年にはCO2排出量が大きくなること，など

を世界で初めて実証するなど、顕著な研究成果を出している点を高く評価した。 
 

(2) 合同調整委員会での協議について 
終了時評価報告書を提出した合同調整委員会において研究代表者大崎満教授より、「プロジェクト目標であ

る統合的MRVシステムの構築を了しているため、有効性の評価をより上げるべきである」とのコメントがあ

った。調査団より、関連する C/P 機関への聞き取りや合同評価チームとしての協議の結果として同評価に至

ったこととを説明するとともに、合同調整員会での協議内容はミニッツ（Minutes of Meeting：M/M）として残

すことを確認した（協議内容は、Annex3 のとおり）。 
 

(3) JST 中村団員所感 
本プロジェクトは、インドネシアの熱帯泥炭地〔中部カリマンタン州にあるメガライスプロジェクト（Mega 

Rice Project：MRP）地域・約 100 万 ha〕を対象として、泥炭地からの炭素排出量が現状の1/3 から 1/5以下と

なる炭素管理手法の開発と中央・地方政府・地域コミュニティへの提案を行い、インドネシアの温室効果ガ

ス排出量を削減するとともに、REDD+事業あるいは二国間カーボン・オフセットメカニズムとして実施され

た際それを日本の貢献としてカウントされることを目指したものであった。 
総じていえば、北海道大学をはじめとする日本とインドネシアの 200 人以上にのぼる研究グループは、そ

れぞれの活動をよく展開し、十分な成果を挙げたといえる。次から次へと参加する研究者、追加される研究

項目が相次ぎ、一時は取り組みが広がりすぎて収拾がつかないのではないか、という懸念があった。しかし、

PM グループがMRV における目指すべきアウトプットの 8 つのコンポーネントを示し、複数の計測する手段

と組み合わせたマトリクスを整理するに至り、各個人が取り組んできた研究が何に帰結するのかかが見えて

きたようだ。結果的にインドネシアの国や州政府の政策決定者に説明する段階まで達したことは、大きな成

功と言えよう。 
本プロジェクトは中間評価の段階で、新たに多くの数値目標が確認され明示された。衛星による火災・炭

素センシングプログラムでは、既存の火災検知アルゴリズム（MOD14）と比較し、検出精度 80％、誤検出 10％
低減のアルゴリズムを開発し、24時間以内に誤差 50％以内で延焼予測を行うことにした。炭素量評価プログ

ラムでは、熱帯泥炭生態系の CO2収支定量化モデルを誤差 20％以内で開発することが盛り込まれた。これだ

け多くの具体的に示された目標を短期間で達成できたことは、SATREPS の他のプロジェクトの模範となると

いえる。 
一方、JICA 調査団は、推奨すべき事項として、政策の意思決定者に向けた情報発信を挙げたが、これは今

後の社会実装を確実なものとするために重要と考えられる。研究グループと JICA は 2014 年 1 月、パランカ

ラヤで「泥炭SATREPS&IJ-REDD合同ワークショップ」を開催した。中央カリマンタン州の泥炭地のREL 作

成方法、MRV手法等にかかる政策的意思決定者（中央カリマンタン州計画局・環境局、KOMDA REDD+メン

バー等）が協議し、SATREPS の研究成果をもとに開発された泥炭地の炭素管理に関するMRV手法、Integrated 
Peat Management System等を州政府レベルで活用していく方針を確認することになる。 

UNFCCC-COP16 におけるカンクン合意で示された REDD+のフェーズドアプローチでは、第 2 段階の実施

フェーズに、戦略・行動計画の実施があり、実証活動を含んでいる。このなかで州政府レベルでも成果を活

用できれば、州政府のプロジェクトレベルのカーボンオフセットクレジットから出発して、段階的にナショ

ナルレベル、国際社会レベルへとステップアップする道筋が示されることになる。日本政府が探る、科学的

な知見を生かした二国間 オフセット・クレジット制度（Joint Crediting Mechanism：JCM）実現の方針とも一

致し、大崎満教授が苦労して続けてきた国際機関へのアピールも現実味を帯びてくるのではないか。 
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Attached Document 
 
I. Opening Speech from Prof. Mitsuru Osaki (Hokkaido University) 

 This project, which started from 2008, has developed many technologies and 
made a great progress 

 How to manage and develop peatlands 
 How to control fire 
 The project has started to discuss how the technology could be transferred to 

Indonesia (BPPT) 
 

II. Opening Address from Mr. Y. Kristianto Widiwardono (BSN) 
 This meeting is very important because the participants will hear the report of 

the project’s Terminal Evaluation. 
 The outcomes of this project are production of data and information, tools, 

methodology, and technology (through research on peatland management). 
 For BSN, the project’s methodology provided a basis of developing a 

monitoring system of peatlands and to make standards for peat management. 
 

III. Report of the Evaluation Result to JSC/JCC (Based on the hardcopy) 
1. Report from Mr. Kei Jinnai, Leader of the Terminal Evaluation Team about the 

outline of the Project for Wild Fire and Carbon Management in Peat-Forest in 
Indonesia and the outline of the terminal evaluation. 
 
 Chapter 1: Outline of the Terminal Evaluation 
 Chapter 2: Outline of the Project 

 
2. Report from Mr. Tetsuya Saito, the consultant for Evaluation and Analysis of the 

Terminal Evaluation Team, explained about the major findings and evaluation 
results. 
 
 Chapter 3: Achievement and Implementation Process 
 Chapter 4: Evaluation by Five Criteria 

 
3. Report from Mr. Koji Mitomori, the team member in charge of Evaluation 

Planning, presetnted on the Results of Evaluation. 
 
 Chapter 5: Results of Evaluation 

 
4. Report from Mr. Tetsuya Saito, Evaluation and Analysis of Terminal Evaluation 

Team about ... 
 Annexes 
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IV. Discussion 

1. Dr. Bambang Setiadi (BPPT) 
 Cooperation between Japan and Indonesia on peatland and carbon 

management is very important because Indonesia considers as one of the 
weakness of the country in terms of research. 

 It is not only about a project but it is about a vision about peatland and carbon 
management. This cooperation is very important because the outcome of this 
research is a real monitoring system. This system will be a standard system 
and this is very easy to be understood. 

 This philosophy came from our cooperation between Japan and Indonesia. It 
is not always about a vision, because this is a result from tens of views based 
on science. 

 Our cooperation is a vision-based cooperation. If this project is not to be 
continued, we will not get anything and that  means it will be nothing. 

 
2. Prof. Sulmin Gumiri (UNPAR) 

 Recomendation about social and economic aspects : 
“I think research on social and economic aspects will be more reasonable if 
we continue as other activities, for example as a reasearch topic for the next 
project (JST/JICA Project)” 

 
3. Dr. Joeni Setijoe Rahajoe (LIPI) 

 How important this project outcomes can be included, not only for the REDD 
purposes but also for the Indonesian Biodiversity Strategy and Action Plan 
(IBSAP). Some Flora diversity from this project are used for the update of 
IBSAP. 

 This Project has benefit to LIPI, Since 2 students were graduated from 
Hokkaido University and 1 Student for short term visit to study about wetland 
forest management. 

 The social aspect research during discussion mentioned that each component 
concern some research topics in social aspect before last evaluation, but 
during this evaluation, there were no social aspect expert who explained and 
have been interviewed by the evaluator therefore, the social aspect research 
seem low in the impact valuable to this project, but it does not mean that 
social aspect research not good results in this project, but have to informed 
again that social aspect research have been done with the result…… as 
informed at previous evaluation and We did some social aspect research 
related to the Biodiversity and ecosystem services and published in one 
International Journal, collaboration with SGLP and United Nation University.  
But our main subject was the affect of the land use change to the Biodiversity 
and the ecosystem services. 
 

4. Mr. Kustiyo (LAPAN) 
 Lapan gained much benefit because Lapan’s activities are also in line with 

this project. 
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 We will show for providing remote sensing, support monitoring facilities and 

it is according to Undang-Undang no. 21 tahun 2013 which is mentioning  
about Lapan’s responbility to support remote sensing. 

 We hope that data are used to monitor peatland activities. 
 

5. Mr. Takahara Shigeru (IJ-REDD+) 
 Evaluation from JICA Evaluation Team is very useful and IJ-REDD+ Project 

will support the next project. 
 Carbon Management in peatland is very important issue lately. 

 
6. Prof. Osaki Mitsuru (Hokkaido University)  

The evaluation result on "Effectiveness in Chapter 4: Review by the Five Criteria", 
which is assumed to be “medium to high” is not acceptable. Evaluation of 
Effectiveness should be high to very high, due to the reasons as follows; 1) we have 
already developed an "Integrated MRV System" which can provide maps of a) peat 
depths and amount of carbon stocks, 2) water table levels, 3) CO2 flux by inputting 
coefficient of NEE and WTL into WTL map, 4) CO2 emission by fire by inputting 
coefficient of CO2  emission by fire index and WTL into WTL map, and 5) peat fire 
frequency by inputting coefficient of fire index and WTL into WTL map. These kinds 
of maps are obtained by integrating Four Groups’ Results, which indicate that "setting 
quantitative indicators" was completed, and as these maps were obtained first in the 
world, UNFCCC SBSTA has been estimateing as MRV for TIER 3, because 
UNFCCC SBSTA invited us to present our "Integrated MRV System" at SABSTA 38 
and UNFCCC Workshop on "technical and scientific aspects of ecosystems with 
high-carbon reservoirs not covered by other agenda items under the Convention".  

JICA’s comments on Evaluation of Effectiveness to explain to the stakeholders was 
out of points, because this project has been targeting on high level government 
organizations for establishing model or criteria on MRV for REDD+. On this point, 
we have had so many discussions with key- stakeholders such as UKP4, DNPI, ICCC, 
UNDP, UNORCID, and so on, and we organized so many workshops together with 
these stakeholders. Also many documents were prepared together. Thus, this project 
directly inputs our research outcomes into high-level policies and decision-making 
processes, if we compare with many other foreign agencies. We also support local 
governments for RAD-GRK, PDD on REDD COE, but local government is not the 
main stakeholder in this project. Local government’s interest to our project though 
they are not stakeholders of the project indicates the Evaluation of Effectiveness 
should be marked high even at the local gorvernment level.  

Thus, it is very difficult to accept the following conclusion of the report as "However, 
there were several comments given from Indonesian side that the overall integration 
of the outputs (Output 4 and Project Purpose) are not clear enough, resulting in facing 
difficulties for them to apply the achievements of the project into policy and decision 
making process." 
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7. Prof. Hirano Takashi (Hokkaido University)  

The report points out the importance of socio-economic aspects in the last page. I 
understand the comment well and remember that such aspects were included in 
this project at least until mid-term evaluation. However, the socio-economic 
aspects were excluded according to suggestion by the mid-term evaluation report. 

 
8. Mr. Yuki Arai (JICA Indonesia Office) 

I believe that all the terminal evaluation team members agree with the fact that the 
project has been making tremendous efforts in developing the "Integrated MRV 
System" and to share the research outcomes with numerous stakeholders including 
various policy and decision makers. This point must be evaluated properly. 
However, as I accompanied the mission, unfortunately it was also true that the 
decision makers in the institutions such as DNPI, BAPPENAS (RAN-GRK 
Secretariat), UNORCID, BAPPEDA, BLH, and KOMDA of Central Kalimantan 
Province, still have an impression that they are facing difficulties in applying the 
project’s research outcomes in implementing peatland MRV in the field. Although 
we all fully respect the project’s enormous efforts, it is still necessary to further 
promote interpretation and explanation of the research outcomes toward the 
decision makers of Indonesia.    

V. Final Comments from Mr. Kei Jinnai (Leader of the study team / JICA)  
Althogh it is not able to chnage the rating of the Joint Evaluation Report, I will record 
the comments of project members.  

 
VI. Closing Speech from Dr. Bambang Setiadi (BPPT) 

I would like to thank JICA, BSN, Hokkaido University, UNPAR, BPPT, LIPI, 
LAPAN and all Japanese friends for organizing the research cooperation, sharing 
knowledge and experience, initiating  and participating in this meeting. 

 
VII.  Closing Address from Prof. Kumpiady Widen (UNPAR) 

1. Social and economic aspects exist in 4 components (CA,CM, FF, PM) even though 
they aren’t included explicitly. 

2. Transfer of knowledge in the components of Fire Detection and Fire Prediction by 
the experts, for example:  
 To detect a wildfire with IT (Information Technology) 
 Information about agricultural techniques without using fire 

3. Advice:  
 Funds can be allocated for making a draft material for a program study, 

especially for UNPAR student 
 The research materials of 4 components (CA, CM, FF, PM) 
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収集資料一覧 

 

No Title Note 

1 Vision and Missions of UNPAR Copy / 1 page excerpt only 

現地収集 

2 A Guide of Kahui Reforestation パンフレット 

現地収集 

3 平成 24 年度 二国間オフセット・クレジット制度の実

現可能性調査 

「泥炭の再湿潤化による分解抑制と稲作増産に基づく籾

殻発電」（インドネシア共和国） 

清水建設 

 

4 インドネシア 

泥炭管理 NAMA 実現可能性調査プレゼン資料 

清水建設 

5 REDD プラスへの取り組み動向 

Country Report インドネシア 

平成 24 年度 

独立行政法人 森林総合研究所 

REDD 研究開発センター 

http://www.ffpri.affrc.go.jp/

redd-rdc/ja/redd/_trends/ 

02_country_report 

_indonesia.pdf 

(2014 年 2 月アクセス） 

6 RAD-GRK Kalbar/ Kalteng 

IJ-REDD より 

7 RAN-GRK IJ-REDD より 

8 発表資料一式 

International Workshop on Peatland Management 

Future Aspects of Management in Tropical and Cool 

Temperate Peatlands 

Harmonious and Sustainable Relationship with Nature 

Thursday, 10th October, 

2013 10:00-17:00 

Centennial Hall, Hokkaido 

University,Sapporo, Japan 

9 発表資料一式 

The 4th Int. Workshop on Wild Fire and Carbon Management 

in Peat-Forest in Indonesia 

24-26 Sept. 2013 in 

Palangkaraya, Indonesia, 

注：8 および 9 はすべてが公開資料ではない 
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以下、プロジェクト原著論文 

No Title Note 

1 Kaku, K., Kushida, K., Honma, T., and Fukuda, M. (2009). An Evaluation 

Method for Hotspot Detection Algorithms using Web-GIS. “Asian Journal of 

GEOINFORMATICS, 9(4), 19-27”（国際）. 
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GEOINFORMATICS, 9(4), 19-27”（国際）. 
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MTSAT Infrared Data. “Asian Journal of GEOINFORMATICS”, 10(1), 2010, 

27-36.（国際） 

 

4 Kaku, K., Fukami, K., Honma, T. & Fukuda, M. Sentinel Asia –the Overview 

and Prospect. Asian Journal of GEOINFORMATICS, 10(2), 2010, pp. 35–41. 

（国際） 

 

5 Segah, H., H. Tani and T. Hirano (2010), Detection of fire impact and 

vegetation recovery over tropical peat swamp forest by satellite data and 

ground-based NDVI instrument, International Journal of Remote Sensing, 

31(20), pp.5297-5314.（国際） 

 

6 Cha J.Y.,I.G.P. Wirawan, Y. Tamai, S.Y. Lee, K.W. Chun, K.W., S.Y. Lee, S. 

Ohga,: A Food Factory Strictly Managed by Fungus-growing Termites. 

Journal of Faculty of Agriculture, Kyushu University, 55(1), 11-14 (2010) 

（国際） 

 

7 Rizki M., Y. Tamai, T. Yajima, M. Terazawa: Scrutiny on physical properties 

of sawdust from tropical commercial wood species: Effects of different mills 

and sawdust's particle size. Journal of Forestry Research, 7(1), 20-32 (2010) 

（国際） 

 

8 Rizki M., Y. Tamai, K. Koda, Y. Kojima, M. Terazawa: Wood density 

variations of tropical wood species: Implications to the physical properties of 

sawdust as substrate for mushroom cultivation. Wood Research Journal, 1(1), 

34-39 (2010) （国際） 

 

9 Khatun R, Ohta T, Kotani A, Asanuma J, Gamo M, Han S, Hirano T, Nakai Y, 

Saigusa N, Takagi K, Wang H, Yoshifuji N, Spatial variations in 

evapotranspiration over East Asian forest sites. I. Evapotranspiration and 

decoupling coefficient. Hydrological Research Letters, 5, 83-87, 2011（国際） 

 

10 Khatun R, Ohta T, Kotani A, Asanuma J, Gamo M, Han S, Hirano T, Nakai Y, 

Saigusa N, Takagi K, Wang H, Yoshifuji N, Spatial variations in 
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evapotranspiration over East Asian forest sites. II. Surface conductance and 

aerodynamic conductance. Hydrological Research Letters, 5, 88-92, 2011（国

際） 

11 Erianto Indra Putra and Hiroshi Hayasaka. The effect of the precipitation 

pattern of the dry season on peat fire occurrence in the Mega Rice Project 

area, Central Kalimantan, Indonesia. TROPICS, vol. 19 / 20. 2011.（国際） 

 

12 山本裕基, 竹内憲司「気候変動緩和策としての REDD+の役割」『国民経

済雑誌』 第 203 巻第４号, 

77-101, 2011 年 (国内) 

 

13 Turjaman M., E. Santoso, A. Susanto, S. Gaman, S.H. Limin, Y. Tamai, M. 

Osaki, K. Tawaraya: Ectomycorrhizal fungi promote growth of Shorea 

balangeran in degraded peat swamp forests. Wetlands Ecology and 

Management, 19(4), 331-339 (2011), （国際） 

 

14 Sugiyama R., Y. Tamai, T. Yajima, T. Miyamoto: Shortening Effect of 

Charcoal on the Cultivation of Bunashimeji Mushroom (Hypsizygus 

marmoreus). Mokuzaigakkaishi (Japanese), 57(4), 223-226 (2011), （国際） 

 

15 Rizki M., Y. Tamai: Effects of different nitrogen rich sustrates and their 

combination to the yield performance of oyster mushroom (Pleurotus 

ostreatus). World Journal of Microbiology and Biotechnology, 27(7), 

1695-1702 (2011), （国際） 

 

16 Kaku, K. (2011). Sentinel Asia – space and ICT technologies towards disaster 

risk reduction across the Asia-Pacific region. Risk Returns, 123-126. 

Leicester (UK), Tudor Rose.（国際） 

 

17 Sundari S, Hirano T, Yamada H, Kusin K and Limin S, Effect of groundwater 

level on soil respiration in tropical peat swamp forest. Journal of Agricultural 

Meteorology, 68, 121-134, 2012（国際） 

 

18 Hirano T, Segah H, Kusin K, Limin S, Takahashi H and Osaki M, Effects of 

disturbances on the carbon balance of tropical peat swamp forests. Global 

Change Biology, 18, 3410-3422, 2012. （国際） 

 

19 Ueyama M, Hirata R, Mano M, Hamotani K, Harazono Y, Hirano T, Miyata 

A, Takagi K and Takahashi Y, Influences of various calculation options on 

heat, water and carbon fluxes determined by open- and closed-path eddy 

covariance methods. Tellus, 64B, 

http://dx.doi.org/10.3402/tellusb.v64i0.19048（国際）. 

 

20 Shuli Niu, Yiqi Luo, Shenfeng Fei, Wenping Yuan, David Schimel, Brian 
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Alan Barr, Jason Beringer, Christian Bernhofer, Andrew T. Black, Nina 

Buchmann5, Alessandro Cescatti, Jiquan Chen, Kenneth J. Davis, Ebba 

Dellwik, Ankur R. Desai, Han Dolman, Sophia Etzold, Louis Francois, 

Damiano Gianelle, Bert Gielen, Allen Goldstein, Margriet Groenendijk, 
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Hollinger, Mike B. Jones, Gerard Kiely, Thomas E Kolb, Werner L. Kutsch, 

Peter Lafleur, Beverly E. Law, David M. Lawrence, Linghao Li, Anders 

Lindroth, Marcy Litvak, Denis Loustau, Magnus Lund, Siyan Ma, Michal 

Marek, Timothy A. Martin, Giorgio Matteucci, Mirco Migliavacca, Leonardo 

Montagnani, Eddy Moors, J. William Munger, Asko Noormets, Walter 

Oechel, Janusz Olejnik, Kyaw Tha Paw U, Kim Pilegaard, Serge Rambal, 

Antonio Raschi, Scott Saleska, Russell L. Scott, Günther Seufert, Donatella 

Spano, Paul Stoy, Mark A. Sutton, Andrej Varlagin, Timo Vesala, Ensheng 

Weng, Georg Wohlfahrt, Bai Yang, Zhongda Zhang, Xuhui Zho, Mechanisms 

underlying thermal optimality of net ecosystem exchange of carbon dioxide. 
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21 Kaku, K. and Held, A. A space-based disaster management support in the 

Asia-Pacific region. International Journal of Disaster Risk Reduction. 

Elsevier, 2013. （国際） 
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